
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

5201

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学の施設を整備
し、研究・教育環境の改
善を図ることは緊急の
課題である。

我が国の国立大学にお
ける施設の老朽化は著
しく、研究・教育の環境
は劣悪である。運営費
交付金は年１％の効率
化係数によって削減の
一歩をたどっており、研
究・教育能力の衰退が
懸念される。 
国立大学関連の予算を
拡充し、研究・教育環境
の改善を図り、我が国
の発展に資する科学技
術開発・人材育成を推
進すべきである。

5202

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27021

ナノ材料の安
全・安心確保
のための国
際先導的安
全性評価技
術の開発

このまま
推進す
べき

ナノ材料の潜在的な有
害性に対し、予防的な
観点から国際的な安全
評価体制や国内規制法
への反映まで視野に入
れて効率的な評価体系
を作ることを目指してい
る点は画期的と思いま
す。

化学工業の発展は人類
に大きな恩恵をもたらし
てきましたが、付随して
発生した健康被害、環
境破壊などの負の側面
は、問題が顕在化して
から対策を考えるという
後手の政策が繰り返さ
れてきた感があります。
持続可能社会を支える
新技術と期待されるナノ
テクノロジーに対して、
これまでの轍を踏まず、
予め管理対策の準備を
しておこうという意欲的
な課題で、政策立案の
考え方が変わってきた
一例と拝察しました。

5203
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

ICT技術は日本の主要
技術。推進すべき。

先端領域の研究開発は
国が音頭をとって推進
すべきである。

5204

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

特に自然科学系の基礎
的研究に対して補助金
を強化すべきと考えま
す．

将来の最先端技術や豊
かな文明を支えるのは
基礎科学です．概算要
求レベルの大規模プロ
ジェクトだけでなく，基礎
科学研究の裾野の拡大
とその底上げのため
に，科学研究費補助金
は不可欠のものと考え
ます．

 京都大学や奈良先端
大学による花成ホルモ
ンであるフロリゲンの発
見はScience誌の2005
年Breakthrough of the 
Yearの第3位に選ばれ
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5205

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

 ここ20年の大学院重
点化･基礎科学の推進
によって、我が国の基
礎研究のレベルは著し
く上昇しました。それは
我が国の研究機関が執
筆した国際研究論文の
数にも如実に現れてい
ます。特に植物科学は
我が国が突出した成果
を残した分野の一つで
あります。私は、理化学
研究所をはじめ、国内
の大学や研究機関が行
う植物科学の基礎研究
を支える事業をさらに推
進すべきであると考え
ます。

ました。Breakthrough of 
the Yearはたいてい動
物、特に医薬の分野か
ら選ばれることが多く、
その中で日本人の行っ
た植物の研究が第3位
に選ばれたことは驚くべ
きことです。また、植物
で最も権威のある論文
であるThe Plant Cell誌
において、理化学研究
所が投稿した環境スト
レスへの応答を研究し
た論文が引用数で歴代
4位、5位であること、ま
た日本植物学会の国際
学会誌Plant and Cell 
Physiologyのインパクト
ファクターは我が国の
国際誌の中で最も高い
ことなど、我が国の植物
研究のレベルは世界か
らも高く評価されていま
す。工学分野や医薬分
野と比較して、植物基
礎研究分野はその成果
から考えても極めて少
ない予算しか配分され
ていません。植物基礎
研究を推進することによ
って、さらに優れた成果
が生まれると期待され
ます。以上の点から、私
は植物科学研究事業を
さらに推進すべきである
と考えます。

5206

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

将来の日本の科学技術
を担おうという健気な大
学院生を国として大事
にし、経済的基盤を与
えてその研究を支える
べきである。

我が国の存立は科学と
技術の発展に基礎を置
いており、その主体であ
る人材育成に最大限国
の財政的資源を投入す
べきである。

5207 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

計画の中核とされてい
る「京」計算機には国際
的競争力が期待できな
いので、これを廃止し、
より高性能で廉価な市
販の計算機を全国的に
分散配置すべきであ

経済が好調で予算が潤
沢ならば計算機会社を
救済することにも意味
があるかもしれないが、
経済や財政の現状では
国際競争力のない計算
機に無駄なお金を費や
すべきではない。計算
科学自体は国際的に比
較しても優秀な研究者
が多いので、とくにその
若手の研究意欲を保つ

2



等） る。 ためにも、無用に中央
集権的な現在の方針を
改め、各研究者が創意
により自由に使える設
備を分散的に配置すべ
きである。

5208

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

国民の安心・安全に不
可欠な地球環境変動に
関わる観測研究と数値
モデル開発研究を並行
してバランス良く推進し
ようとしている。

地球環境、特に海洋の
環境変動の仕組みにつ
いての理解を深め、そ
の予測精度の向上させ
るためには、広域での
継続的な海洋観測が必
要である。広大な海洋
の観測には世界各国で
の分担・協力が不可欠
であり、我が国の国際
貢献が期待されてい
る。このまま推進すべき
とした理由は、私が現
在所属している機関に
関わる施策であること
が大きい。原資に限り
があることは重々承知
しているが、本施策の
一部を担当する者とし
て、本施策への優先的
な予算配分をお願いし
たい。

5209

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員は大学院で
研究に携わる学生達な
ら誰もが目指しているポ
ジションである。給与を
もらい、生活費の心配
なしに研究に専念しさら
に研究費も支給される
というのは日本の大学
院生としては破格の待
遇である。 
しかしながら、世界に目
を向けると学生の学費
が免除されており、Ｒ
Ａ，ＴＡとして生活に十
分な給与が得られる国
が多くある。日本ではご
く一部の特別研究員だ
けが享受している待遇
をこれらの国では全て
の大学院生が受けるこ
とができる。 
 大学院の定員を増や
したのであれば、特別
研究員の人数も当然増
やすべきで、最終的に
は全員が受けられるよ
うにすべきであると考え
る。

大学院生は研究が忙し
く、学部生とは違いアル
バイト等で生活費を稼ぐ
時間がないのが普通で
ある。大学院で研究を
続けたいのに金銭的な
不安、将来の職の不安
から進学を諦める学生
も多く、日本の高等教
育制度の抱える大きな
問題の一つである。 
 それを緩和するため
にも、特別研究員の枠
を増やし大学院生達が
研究に打ち込むことが
出来る環境を整備する
ことは今後の日本の将
来にとって極めて重要
である。
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5210

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学は、日本の将
来を担う人材育成と基
礎的研究の根幹を支え
ている。しかしその施設
は老朽化したり陳腐化
するのも早く、教育と研
究のレベルを維持発展
させるためには、今以
上の資金を投じて施設
整備を行ってほしい。ま
た、大学付属の病院や
研究施設のレベル向上
のための整備も続けて
ほしい。教員や学生の
レベルの高さに大学の
施設が追いついていな
い現状が多く見かけら
れるが、あまりにもった
いないので早急に改善
すべきである。

少子化社会では、子供
の数に比例して大学も
縮小すべきだとの意見
があるが、まったくの誤
りである。子供が少ない
からこそ、ひとりひとり
によりレベルの高い教
育を施して、日本全体
の人材のレベルが低下
しないようにしなければ
ならない。そのために最
もよい方法は、素質が
あり意欲の高い学生が
多い国立大学の質を教
育、研究両面で高める
ことであると思う。その
ためにこの施策はきわ
めて重要だと思う。

5211

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174 HPCIの構築
このまま
推進す
べき

現在の物理学ではどの
分野でも最終的に数値
計算を行うことがほぼ
不可欠になってきてい
ます。様々な物理現象
を正確に知るためには 
次世代スーパーコンピ
ュータ「京」を始め、この
ようなスーパーコンピュ
ータは今や不可欠で
す。ですのでスーパーコ
ンピュータ及びそれに
付随するネットワークな
どのインフラなどを含
め、数値計算を行う施
設を更に充実させて行
って頂きたく思います。

紙と鉛筆だけで世の物
理現象全てが理解でき
ればいいのですが、現
在の物理学はそのよう
な段階を過ぎています。
現象を記述する形式
（方程式）は確かに紙と
鉛筆で導くことができま
すが、その方程式が実
際にどのような現象を
導き出すのか（つまり方
程式を解く）を知るには
どうしても最終的に数値
計算を行わないといけ
ません。特に私が研究
している原子核は非常
に複雑な相互作用をす
る粒子からなる有限系
です。そのため安易な
近似をすることが出来
ず、大規模計算が不可
欠です。労多くして益少
なしではなく、実際に数
値計算してみることで、
既存の仮定を置いた理
論の正当性が確認され
ました。またそれ以上に
予想外の非常に興味深
い現象が明らかになる
ことも度々あり、その度
に原子核物理の理解は
進んで行ったと私は思
います。このようなこと
は物理学一般に言える
ことに思え、HPCI構築
を是非とも進めて頂き
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たく思います。

5212

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金、特
に基盤研究Ｃや若手研
究Ｂ、挑戦的萌芽研究
といった区分の研究費
は、個々は少額です
が、初期的な研究やマ
イナーな研究などにとっ
て重要な意味を持つ研
究費であり、その結果と
して我が国の科学研究
の多様性及び将来の発
展性を支えるものです。
ゆえに、その拡充を目
指す本施策に賛成しま
す。

近年の科学技術費は、
重点分野に手厚く配分
されています。それは先
端分野の進展にとって
重要なことですが、それ
だけでは、一部の研究
が進展する代わりに、
科学界全体では経費不
足による研究人口（成
果）の減少による衰退
が懸念されるとともに，
変化への対応力が削が
れるといえます。本施策
のように、重点分野だけ
ではなく、少額でもより
広い分野の研究に対し
て資金供給し、多くの研
究者の能力を「有効活
用」して、より独創的な
研究成果を引き出すこ
とが望まれます。

5213

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器

このまま
推進す
べき

基礎物理から応用科学
まで幅広い可能性を秘
めている実験施設を日
本国内に保持するべく，
推進する．

特に，基礎科学では国
内に加速器を持って，
世界をリードする実験
が可能であることが，将
来に向けた研究者の人
材育成のためにも非常
に重要である．

5214

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24145

私立学校施
設高度化推
進事業費補
助

このまま
推進す
べき

少子化による学生数の
低下から大学全入時代
に入り、学力低下が懸
念される一方で、国際
標準のレベルをめざす
ことが要求されている。
このためには、校舎の
新築を含めたハードの
改築が必要である。こ
れはまた、耐震構造へ
の転換やエコロジーの
観点からも望まれるとこ
ろである。 
このためには私立学校
施設高度化推進のため
の援助が必須であると
考える。 

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担うなど、我
が国の高等教育の質・
量両面にわたる発展に
重要な役割を果たして
いる。 
しかるに収入の多くを授
業料に依存する現状で
は収支は拮抗しており、
ハードの建設に備える
のは十分ではない。 
私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着を図り、
我が国の成長の土台と
なる教育研究基盤の強
化することが不可欠で
ある。 
このためにも私立学校
施設高度化推進事業が
必須であると考える。 

４０年前に基本原理が
今日のインターネットの
進展は、光ファイバ増幅
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5215
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

確立された既存の光フ
ァイバ１本あたりの伝送
容量はいよいよ物理限
界に到達しつつある。
光ネットワークレベルで
ダイナミックに帯域を有
効活用する利用法とし
ての限界追求と、革新
的な伝送媒体で現在の
物理限界を打破する試
みは、どちらも次の数十
年の情報通信技術の健
全な発達を担保するた
めの最重要課題の一つ
であり、こうした研究開
発は、ぜひとも積極的
に推進すべきである。

波長多重伝送技術
（1990年前後）、波長多
重リング網技術（2000年
代）など、日本が世界に
伍して開拓してきたフォ
トニックネットワーク技
術の賜物であり、その
成果は、今日、世界最
先端の光通信関連産業
界としても結実してい
る。産業界が短期的視
野にとらわれる昨今、国
際競争力を持つ稀有な
産業エリアで長期ビジョ
ンに基づき基盤研究開
発を重点化することこ
そ、産業立国の最優先
課題と考える。

5216

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金先端的低
炭素化技術
開発

推進す
べきでは
ない

二酸化炭素による温暖
化説は偽科学の可能性
があり、このようなこと
に我が国の乏しい財政
の中から支出すべきで
はない。

二酸化炭素による温暖
化という説は最早科学
的根拠のない、陰謀に
近い説である。しかも我
が国は他国に比べて二
酸化炭素の排出量は圧
倒的に低レベルであ
る。この課題は全く緊急
の課題ではない。

5217
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

一律の、理化設備の充
実が図れているようで
はあるが、計上されて
いる予算では、到底不
足していると感じる。各
自治体や、学校ﾚﾍﾞﾙで
きていないように思う。

実際の学校の現状を見
て感じた。

5218
その
他

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスであるときいてお
ります。今回の仕分け
によって、産業界をリー
ドできる科学技術振興
を頭打ちにするかのよ
うな、予算を削減するこ
とは、愚かというか、企
業の疲弊にだめ押しす
るのかと思うほどであり
ます。 
 日本の国際競争力を
考えますと、 この研究
開発に心血を注いでこ
そ日本の地位を維持で
きるとおもいます。

同上

大学・
公的
研究

グローバルCOEプログ
ラムによって日本の大
学の大学院が国際的に
なってきており（公用語
が英語になったり,多く 日本の大学の大学院の

6



5219

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

の留学生が行き来する
ようになっている）,国際
的な競 
争力もついてきていると
感じられるため,このま
まこのプログラムは推
進すべきである.

国際化は継続して初め
てその効果が期待でき
ると考えられるため.

5220

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手研究者育成は勿論
であるが、年齢を問わ
ずグリーン化イノベーシ
ョンの実現のために広く
優れた研究を発掘すべ
きである。

グリーンイノベーション
は国の最優先課題の一
つであり、かつ国の成
長戦略のベースとなる
研究開発であることか
ら、多くの研究者の智
恵を結集する様に研究
公募を行うべきである。
そのためには、意欲の
ある研究者に対して極
力応募のしやすい方法
をとるべきである。 

5221

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル 
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

特別研究員ほどではな
いが GCOE を持ってい
る大学の多くでは、博士
課程の学生にＲＡ等の
形で金銭的援助を行っ
ている。海外でよくある
学費無料、生活費はＲ
Ａの給与で完全にまか
なうことができるというレ
ベルにはまだまだ達し
ていないがＧＣＯＥを強
化することで、大学院学
生の待遇を少しずつ世
界レベルに近づけるこ
とができつつあった。し
かしながら、今年度はＧ
ＣＯＥ予算の削減により
ＲＡの給与が著しく下が
ってしまうということがあ
り、これは大きな後退で
ある。ＧＣＯＥプログラム
の単なる継続ではなく、
より充実したプログラム
として発展させることが
院生の待遇向上に繋が
る。

ＧＣＯＥを取っている大
学の院生の待遇とＧＣ
ＯＥを持っていない大学
の院生の待遇には大き
な開きがある。 
 本来、院生になったか
らには学費、生活費は
国が補償するぐらいの
ことを行わないと高等教
育が廃れていく。もし、
予算的に問題であるな
らば大学院生の数を減
らすべきで、サポートさ
れない院生がいること
が大きな問題である。 
大学院充足率を上げる
という目標を達成すべく
大学は努力している
が、ＧＣＯＥプログラム
の充実等で金銭的な補
助を国がバックアップし
てくれないとなかなか優
秀な学生が大学院に残
ってくれない。

世界トップクラスのスー
パーコンピュータの設置
およびその性能をいか
んなく発揮することので
きるソフトウェアの開発
が、我が国での科学技
術の発展・産業界での

企業のもつソフトウェア
の並列化を行った利用
者支援業務の経験か
ら、現在の産業界には
まだまだ並列計算機を
自在に使いこなせる人
材が不足していることを
実感したことがありま
す。また、大学院の講
義・演習の担当経験か
ら、スーパーコンピュー
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5222

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・ 
インフラ
（HPCI）の構
築

このまま
推進す
べき

競争力の強化に大きく
貢献する、という本施策
の重要性の主張に賛成
しますので、本施策がこ
のまま推進されることを
強く希望致します。特
に、最先端のハードウェ
ア設計ができる計算機
科学者、世界トップクラ
スのスーパーコンピュー
タを使いこなすことがで
きる科学者・技術者、そ
の間の架け橋となるミド
ルウェアを作ることので
きる計算科学者、これら
の人材の層の厚い育成
に本施策は不可欠なも
のと考えます。

タを使いこなすのに必
須な並列化技法がしっ
かり身につくように教育
することの難しさも痛感
しています。並列化技
法の習得は将棋に似て
るかもしれません。駒の
動きは誰でも理解でき
るのですが、将棋が強く
なるのには才能と努力
が必要なように。並列
化技法の才能を持つ者
が惜しまず努力をする
ためには、そういった人
材の受け入れ皿が不可
欠です。本施策の実施
により、HPCIと産業界
がこういった人材の受
け皿となり、我が国の競
争力強化につながるこ
とを期待しています。

5223

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

世界最高レベルの強度
の中性子,ミュー粒子,ニ
ュートリノ,K中間子を供
給し,物質科学,原子核
物理学および素粒子物
理学と広い分野のコミュ
ニティに大きく寄与する
世界的にもユニークな
施設であり強く推進す
べきと思う.また,将来計
画の未臨界原子炉施設
や将来計画のニュート
リノ実験は,エネルギー
分野や素粒子物理学に
大きな進歩が期待され
るので,その礎となる現
行計画を着実に推進す
べきと思う.

世界最高強度を達成・
維持し,かつ高い稼働率
を実現して高い積分強
度を達成することが施
設を特徴づけるエッセン
シャルな点である.また,
さらに新しい物理に迫る
ため,現行スペックをこえ
てさらに増強していくこ
とが各コミュニティから
の強い要望と思う. こ
れまでの強度の限界を
越えるには,常に加速器
を改良・更新していくた
めの予算措置が必要で
あるが,核変換やニュー
トリノ実験の将来計画
はそれに値する十分な
価値があると思う.

5224

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は、我が国の将
来にとって、延いては人
類の将来にとって、不
可欠なものであります。

私の所属する研究室で
は、薬理作用を遺伝子
レベルで研究しておりま
すが、ナショナルバイオ
リソースプロジェクト
（NBRP)事業により酵母
のリソースを受けており
ます。

大学・
公的

フォトニクスネットワーク
技術は、光ファイバや半
導体レーザ作製・評価
技術および通信システ
ム構築等の基盤技術に
裏付けされ、その基盤
技術を基に世界を牽引
している技術分野であ

革新的光通信インフラ
技術の目標として掲げ
られている、空間多重、
超多値化変復調方式、
信号処理技術およびマ
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5225

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 50～

59歳
総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

る。この日本の優位を
今後も維持・発展させる
ためには、23年度研究
開発目標を着実に達成
する必要がある。また、
特に、私（意見者）が大
きく関係する革新的光
通信インフラ技術は近
年世界的な競争が一気
に高まった分野の一つ
であり一層の充実を期
待する。

ルチコアファイバ技術は
日本が世界に先駆けて
提案してきた技術であ
り、日本の優位を確実
なものとするとともに、
光通信分野において他
国との技術の差別化を
図り国内産業の発展を
行うという国家戦略の
観点から重要である。

5226

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

教養、国際性、リーダー
シップを備えた博士人
材を養成することは重
要であると考えられ、卓
越した大学院教育に関
する取り組みを行うこと
は重要であると考えら
れるが、オールジャパン
体制である必要はない
と考えられる。また、理
工系博士課程修了者の
完全雇用に関しては、
現在の課程博士の課程
では無理であるため、
達成目標として掲げて
いいのか疑問が残る。

博士号取得者の雇用拡
大には、これだけグロー
バル化の進んだ現代に
おいて、国際性を兼ね
備えた人材を育成する
ことが重要であると考え
られるが、国際性を兼
ね備えた人材を育成す
るのにもかかわらず、な
ぜオールジャパン体制
をうたわなければならな
いのか疑問が残る。国
際性を兼ね備えた博士
を育成することが目的
の一つであるならば、も
っと海外にある企業で
のインターンシップや、
海外大学への留学も盛
り込むべきであり、オー
ルジャパン体制である
必要はどこにもなく、む
しろオールジャパン体
制ではない方が望まし
いのではないか。

5227

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

教養、国際性、リーダー
シップを備えた博士人
材を養成することは重
要であると考えられ、卓
越した大学院教育に関
する取り組みを行うこと
は重要であると考えら
れるが、オールジャパン
体制である必要はない
と考えられる。また、理
工系博士課程修了者の
完全雇用に関しては、
現在の課程博士の課程
では無理であるため、
達成目標として掲げて
いいのか疑問が残る。

博士号取得者の雇用拡
大には、これだけグロー
バル化の進んだ現代に
おいて、国際性を兼ね
備えた人材を育成する
ことが重要であると考え
られるが、国際性を兼
ね備えた人材を育成す
るのにもかかわらず、な
ぜオールジャパン体制
をうたわなければならな
いのか疑問が残る。国
際性を兼ね備えた博士
を育成することが目的
の一つであるならば、も
っと海外にある企業で
のインターンシップや、
海外大学への留学も盛
り込むべきであり、オー
ルジャパン体制である
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必要はどこにもなく、む
しろオールジャパン体
制ではない方が望まし
いのではないか。

5228

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

国際的に通用するだけ
ではなく、そのリーダー
として研究拠点を日本
に据えるためのプログ
ラムであり、シンボルと
しての意味も大きいと思
う。

このプログラムによっ
て、一年ごとの短期的
な予算に縛られることな
く10年間の長期的な研
究を行うことができるた
め、必要である。

5229

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリーは
現在、原子核研究を行
う上で世界最先端の重
イオンビームを用いた
加速器計画である。こ
れまで人間が生成でき
なかった安定核から遠く
離れた原子核を生成す
ることができ、今後の科
学技術の進歩と物理学
の発展に大きく寄与す
る計画であるので、ぜ
ひ、今後もより予算をつ
けての推進を期待して
いる。

科学技術や基礎科学に
おいて日本が最先端を
推し進める世界的な競
争力を持つことで、技術
革新、それにともなう新
しい産業の創出が見込
め、また、若手研究者
に新しい研究分野を拓
き、さらに、広く国民の
教育や日本の文化レベ
ルを押し上げることにな
る、非常に重要な施策
である。

5230

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推
進されており、新聞に報
道されるような成果がい
くつも発表されている。
一方、地味ではあるが、
国際的に注目され、そ
の分野を学術的に先導
するような成果も続々と
報告されている。したが
って、最終年度である
23年度には特に重点的
な予算配分が必要であ
る。本年度より減額され
た23年度予算要求額が
さらに減額されることは
絶対になされるべきで
はない。

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、全
く予想のできなかった応
用の可能性が発見され
た例は無数にある。「タ
ーゲットタンパク質研究
プログラム」で、最近、
チトクロム酸化酵素の
高分解能解析によって
細菌と哺乳動物に重要
な構造的相違点が発見
され、それから、創薬の
可能性が生まれている
ことも好例である。この
ように、本プログラムは
学術的進歩に大きく貢
献するだけではなく革
新的に新規な応用への
貢献も期待できる。

大学・

環境・エネルギーならび
に健康など人類共通の
課題解決には新たな発
見と技術革新が必要で

バイオリソースは国の
貴重な資源かつ重要な
知的財産である。生物
は一度失われたら復元
できないため、継続的
な整備が必要である。
バイオリソース事業は
国費を投じて開発され
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5231

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等） 40～

49歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

ある。新たな発見と技
術革新にはライフサイ
エンス研究が生み出す
バイオリソース（生物遺
伝資源）の整備が不可
欠である。科学・技術の
足腰とも言える研究基
盤を整備するバイオリソ
ース事業の優先度は高
く継続的な予算措置が
必要である。

たリソースの滅失、流出
を防止し、厳格な品質
管理により信頼性の高
い研究材料を普及し、
研究の質の向上に大き
く役立っている。誤った
材料を用いることによる
研究費の無駄使いを防
止している。バイオリソ
ース事業は集約化によ
る最も効率的かつ効果
的な投資である。我が
国の成長戦略上、優先
度の高い事業である。

5232

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

世界に誇る不安定核物
理学の研究を進め、世
界をリードし、歴史にそ
の成果を残すことが大
切です。日本の将来の
発展にとっても重要な
学問分野です。

不安定核物理は新しい
物質創生の基礎を解明
するものであり、新たな
産業技術の誕生に寄与
するものです。

5233

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

最先端の研究、特に大
型プロジェクト研究はも
はや一国だけでは推進
することが難しい。国際
学術を推進し、その中
で日本がリーダーシップ
を取るためにはやはり
十分な国からのサポー
トが必要である。そのた
めにも本プログラムは
強力に推進すべきであ
る。

巨大プロジェクトを推進
するためには各国の強
力が必要である。特に
企業が手を出さない基
礎科学の分野では国家
が強力にサポートする
必要がある。国際競争
と国際協力の狭間で
様々な苦労をしながら
海外で研究を推進する
日本の研究者を後方支
援するために二国間交
流、海外の一流研究者
の招聘、先端的研究ネ
ットワークの構築は極
めて重要である。

5234

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

少子化に伴う大学全入
時代を迎え、学生のレ
ベルが低下する一方、
国際標準が求められる
ようになっている。この
ためにはカリキュラムの
改定とともに少人数教
育が必要となる。そのた
めには教員数の確保が
必要であり、私立大学
等経常費補助の充実が
期待されるところであ
る。

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担うなど、我
が国の高等教育の質・
量両面にわたる発展に
重要な役割を果たして
いる。 
私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着を図り、
我が国の成長の土台と
なる教育研究基盤の強
化することが不可欠で
ある。 
そのためには教員数の
増員が必要で私立大学
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等経常費補助のいっそ
うの充実が望まれる。

5235

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラの構築

このまま
推進す
べき

コンピュータによるシミ
ュレーションや解析は，
技術革新の重要な手法
であり，国内で独自に
開発を進めていくべき
だ．

第一線の計算機を保持
することは，大規模計算
が可能になるだけでは
なく，それによって質的
に新しい物理学の基礎
研究が可能になるか
ら．

5236

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

音声・言語に関わる研
究はこれからのICTの
発展にもつながり，必須
事項であると考えます
ので，本研究課題は推
薦すべきであると思い
ます．

現在言語資源は大学や
企業に点在しており，こ
れらをまとめてサービス
化することができるのは
国の研究機関であると
考えます．

5237

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

農林
水産
省

26002

農林水産物・
食品の機能
性等を解析・
評価するた
めの基盤技
術の開発

このまま
推進す
べき

本研究は、推進すべき
である。 
本研究のコストに比べ
ると、本研究が達成さ
れた場合に生じる波及
効果は遥かに大きいと
推察される。 
たとえば、農業の振興
や病人の減少が挙げら
れる。そして、国民が質
の高い健康を達成でき
ると考えられる。 
なお、こうした研究は、
医薬?食品の規制を担
当する官庁よりも産業
振興に関する官庁が主
催する方が、成功につ
ながると思われる。

本研究は、医師や栄養
師と食品研究者が連携
し、農産物の振興を図
るというかつてない試み
であるからである。 
農林水産業従事者は高
齢化しており、産業とし
ての農業が崩壊する前
に一刻も早い対策が望
まれる。 
一方、我が国において
高齢化や生活習慣病
は、医療保険制度を圧
迫している。 
農産物の機能性を解明
すると、農産物の需要
拡大、高価格化及び病
人の減少につながる。 
ただし、消費者に付加
価値を納得してもらうた
めには、「なぜ」というメ
カニズムに関する情報
が必須である。 
それゆえ、この一連の
研究はすべて必要であ
る。そして、産業振興に
関する官庁が主催すべ
きである。

5238
大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学には、我が国
の将来を担う人材養
成、独創的・先端的な
研究、高度先端医療等
を推進するという、国の
将来にとって極めて重
要な役割がある。世界
をリードするような様々
なプロジェクトや研究の
推進の担い手となる人

おそらく先進国中で最
低水準の予算にもかか
わらず、日本の国立大
学はよく健闘している
が、予算不足が原因で
更新されないままとなっ
てきた基盤施設の老朽
化・陳腐化など、安全
性、機能性の問題が生
じている。この問題を放
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法・公
設試
等）

材は、各大学の充実し
た基盤施設によってこ
そ育むことができる。我
が国の将来にとって必
要不可欠といえる大学
の基盤施設の速やかな
整備を強く望む。

置したままでは、国立大
学の担うべき役割を果
たすことがますます困
難となり、やがては我が
国の将来に取り返しの
つかない禍根を残しか
ねない。

5239

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推
進されており、新聞に報
道されるような成果がい
くつも発表されている。
一方、地味ではあるが、
国際的に注目され、そ
の分野を学術的に先導
するような成果も続々と
報告されている。したが
って、最終年度である
23年度には特に重点的
な予算配分が必要であ
る。本年度より減額され
た23年度予算要求額が
さらに減額されることは
絶対になされるべきで
はない。

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、全
く予想のできなかった応
用の可能性が発見され
た例は無数にある。「タ
ーゲットタンパク質研究
プログラム」で、最近、
チトクロム酸化酵素の
高分解能解析によって
細菌と哺乳動物に重要
な構造的相違点が発見
され、それから、創薬の
可能性が生まれている
ことも好例である。この
ように、本プログラムは
学術的進歩に大きく貢
献するだけではなく革
新的に新規な応用への
貢献も期待できる。

5240

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

昨今大学や研究所への
運営交付金は毎年着実
に減らされております。
このような状況下では
我々研究者の研究活動
を維持するためには科
学研究費補助金は必要
不可欠なものになって
おります。ですので是非
とも科学研究費補助金
はこのまま推進して頂
きたく思います。

私は原子核の理論研究
者でして共同研究者が
海外にいます。確かに
このご時世電子メール
でやり取りできますが、
やはり直に会って議論
することで研究が大幅
に進展します。また私の
研究分野は日本以外で
は特にヨーロッパで盛
んです。ヨーロッパで行
われる国際会議に参加
し成果を発表すること
で、多くの研究者に着
目してもらえ、そして知
り合うことができ、新た
な研究に発展していくと
いうことを経験してきま
した。科学研究費補助
金のおかけで、私のよう
な理論研究者は海外で
の成果発表や共同研究
を行え、研究を大きく発
展させていると思いま
す。

科学研究費補助金は、
きわめて健全な競争に

これまでの科学研究費
補助金の増額に伴い、
研究者が自ら考えて応
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5241

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基づいて分配されるた
め、研究者の自主性と
競争力を向上させ、さま
ざまな成果につながっ
てきた。しかし総額はま
だ十分でなく、大幅な増
額をお願いしたい。審査
方法もおおむね公平で
あり、使用方法に関す
るルールも徹底され、
繰越しの自由度が増え
るなど使いやすくなって
おり、社会的にも増額
が認められると思われ
る。

募し獲得することによっ
て、すべての研究者が
より自立し、研究提案・
遂行能力を向上させて
きた。しかし、現状では
まだ資金的に十分でな
く、新しい研究の芽を大
きく育てることができな
いケースが多い。日本
の科学・技術のレベル
をさらに高めるために
は、科学研究費補助金
の増額がもっとも有効
な方法ではないかと思
われる。

5242

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

我が国の学術研究にお
ける将来を支える若手
を支援する事業である。

将来国力として世界を
牽引していく優秀な若
手を育成するために、 
必要不可欠な事業であ
ると思う。

5243

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業は、効率的に既
存の技術を活用する上
でもまたさらに発展を目
指す上でも、大変重要
となり、国内のみなら
ず、海外への我が国の
技術的優位性を保つ上
でもインパクトを保持す
るため仁尾我が国の将
来にとって欠くべからず
ものである。

研究者個人での管理は
長期的に難しく、情報の
共有化の面不利であ
る。せっかく株や技術が
あっても有効に活用さ
れないようでは、資源の
無駄遣いともなりかね
ない。

5244

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
ある。

Bファクトリー加速器高
度化は、本年度に続
き、来年度も活発な研
究開発が進められると
聞いている。Bファクトリ
ーは我が国における世
界最高峰の加速器実験
のひとつであり、その高
度化はさらなる研究成
果から人類の英知を深
めるのみならず、その
発達した加速器技術が
民間の工業や医療にも
応用が期待される。

5245

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

引き続き重点的にサポ
ートを行い、性能向上お
よび人材育成を推進す
べきであると思う。特
に、次世代の最先端科
学技術を担う人材の育
成が大いに期待できる

今まで大きな成果を上
げてきており、今や世界
的にも唯一の研究施設
であり、我が国、アジア
地区のみならず、世界
的に大きな貢献が出来
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等） と思う。 ると期待できる。

5246

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

このまま
推進す
べき

大学、大学院における
高等教育の底上げのた
めには大学からの改革
だけでは足りない部分
があり、高校、できれば
中学、小学校からの高
度な科学教育が必要で
ある。 
近年では小学生が学校
で十分な実験を行えな
いため、学習塾主催の
実験教室が大人気を博
している。ＴＶ等でも科
学実験は子供達に人気
があり単純に理系離れ
＝理系の人気がない、
ということではない。日
本の将来を担う若者に
高度な理系教育を行う
スーパーサイエンススク
ール事業は極めて重要
であり、強力に推進す
べきであると考える。

大学入試だけを目的と
した教育ではなく、正し
い理系教育を施すため
にはレベルを下げた教
育を行うのではなく、逆
にレベルの高い教育を
じっくりと施す方が効果
的である。スーパーサイ
エンススクール事業か
ら将来の日本の科学を
背負って立つ人材が育
つ可能性もある。

5247

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本が科学技術創造立
国をうたっている以上、
このまま推進し、さらに
増額および採択率をあ
げるべきです。

今、大学は危機に瀕し
ています。運営交付金
が減らされ続け、まとも
な研究ができないのが
現状です。さらに、大学
間の格差はひどく、地
方大学は非常に困って
います。この科学研究
費補助金は、厳正な審
査のもと行われており、
予算が非常につきにく
い基礎研究に対して、
予算が与えられるの
で、非常に重要です。

5248

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の科学技術の発
展，人文科学，医学等
の発展に欠かすことの
できない研究費であり，
推進すべきであると考
えます．

日本の研究者が世界で
活躍するためには，潤
沢なる研究費が必要で
あります． 
しかしながら，大学や国
の研究機関等の研究者
にとって，定常的研究
費の財源はわずかであ
る．それ故に，科研費に
よる研究助成金は様々
な学問の発展に必要不
可欠であり，推進しなけ
ればいけない事項であ
ると考えます．

大学・

基礎科学の中でも、当
該施策である宇宙の起
源および万物創世の謎
に挑戦するという根源

当該施策に取り組むこ
とを許される国は世界
広しと言えども数少な
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5249

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

的なテーマに取り組む
ことは、人類の知的欲
求を満たす上で重要課
題である。また、現存す
る資産の有効活用とし
ての効率性が高く、新
たな物理的発見が見い
だせれば基礎研究の活
力となる。

い。我が国を中心とす
る国際協力を可能とす
る研究機関において、
実現の可能性が高いと
言える。こうした観点か
ら当該施策は、我が国
の使命であり、世界貢
献を担うものである。 

5250

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発 事
業を含む）

このまま
推進す
べき

本事業では世界をリー
ドしてかつ新たな産業
の勃興に繋がる研究成
果が生み出されており，
世界における日本の影
響力を高めるための確
かな役割を担っている． 
事業規模に対してその
費用効果は非常に高
い．

大学・研究機関・企業の
枠を超えた研究組織を
編成することで研究者
間の連携を促すシステ
ムは大きな効果を挙げ
ている． 

5251

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

世界を相手に最先端研
究で競っている研究組
織の中から選ばれたグ
ローバルCOE拠点にお
いて、人材教育と教育
研究活動が行われてい
る。

日本の若手研究者に広
い視野を与えるために
は国際的な研究規模拠
点が必要であり、その
確保には、本プログラ
ムが必要であると思う。

5252

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26003

画期的な農
畜産物作出
のためのゲノ
ム情報データ
ベースの整
備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

文科省のライフイノベー
ションに関する種々の
施策の中に次世代シー
ケンサー技術利用な
ど、すでにある程度達
成されているものがあ
る。それらと後追いなが
らも目指す方向が重複
している部分がある。こ
れらと相互に交流しな
がら補完することができ
れば、短期間で達成で
きるのでは無いか？

予算と時間が無尽蔵に
あるわけでは無いの
で、技術開発に関する
部分で重複する部分が
あれば他の省庁の分野
とも相互に連携して予
算と時間の効率的な利
用を目指すべきである。
そして生み出せた時間
と予算は次の目標に早
急に充てるべきである。
日本国内で個別の争い
をするべきでは無く、技
術開発は国と国との争
いであることも自覚すべ
きである。

5253
その
他

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する

このまま
推進す
べき

光通信産業は、日本の
基幹産業として最も重
要です 
疲弊している産業界の
遠因は、諸外国に企業
が生産の拠点をうつし
たからです。日本の技
術委譲、によるうまみを
外国が享受しておりま
す。それで、 
日本は、他国に真似し
たくてもできない盗みた
くても盗めない科学技

同上
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研究開発 術パテントをとって大き
く引き離す必要を感じま
す。 
その有望株が光通信産
業でして、これからの２
１世紀の日本で最も成
長が見込める最も重要
なグリーンIT産業です 
一層の投資による推進
を図るべきです。

5254

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

その他

基本的には、本計画を
推進すべきであると考
えております。 
それと同時に、この計
画の推進を理由に、本
計画以外の国内の核融
合研究予算の凍結など
はあってはならないと思
っております。

本計画は、核融合発電
炉実現の上で必要不可
欠な計画です。この計
画からの撤退すること
になると、日本は核融
合炉実現の上の重要な
ノウハウを得る機会を
失うことになり、国益に
反します。それと同時
に、我々はポストITER
計画の有り様も意識す
る必要があります。
ITER計画によって得た
知識は、計画参加国内
で共有することになりま
すが、ポストITERは実
証炉（兼原型炉）となる
計画になる為、これまで
と同様の情報の共有が
期待出来なくなります。
ポストITER計画におい
て日本が優位な位置に
たつためには、ITER計
画とは距離を置くことが
可能な組織によるノウ
ハウの蓄積が重要であ
ると思います。

5255

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

できることなら予算の増
額をお願いしたいが、現
状の社会情勢では厳し
い可能性が高いため、
特に若手研究者や研究
スタートアップに関して
は、少額を裾野を広く分
配していただきたい。更
に若手研究には回数制
限が設けられている
が、再考をお願いした
い。また、省庁間で重複

昨今、多くの若手研究
者独立の機会が設けら
れており、若手向け科
研費も高額なものがあ
るが、独立手前の博士
課程終了直後の若手研
究者にとっては、高額
研究費ではなく、旅費
や研究のための備品
（パソコン等）を購入で
きるようなそれほど大掛
かりではない研究費が
あることが非常に重要
になってくると考えられ
る。もちろん、幸いった
スタートアップ資金は各
研究施設で用意するこ
とも重要ではあるが、現
状としては非常に難し
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している分野もあり、省
庁を横断した形での優
先判定をしていただくこ
とをお願いしたい。

い。また、博士課程の
修了年限短縮等で早期
に常勤職についた場
合、若手研究の回数制
限2回で採択率の低い
基盤研究への移行が本
当によいのか、若手と
基盤の間にもう1つカテ
ゴリを設けたりする等何
か他の対策も考えてい
ただければと思います。

5256

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

優秀な若手研究者を海
外に長期派遣すること
は、我が国が科学技術
で世界をリードするため
に必要不可欠である。
本事業は既存の海外特
別研究員制度と異な
り、日本の研究機関が
自らの推進する研究の
将来を見据えて戦略的
に若手を海外長期派遣
できる点に大きな特長
があり、重要である。推
進すべきである。

留学生の数が減少を続
けているなど、昨今の
我が国の若者の内向き
思考は深刻である。こ
のままでは中国や韓国
の後塵を拝することに
なり、我が国は自信を
失ってしまうであろう。
あらゆる手段を用いて
それを避けないと我が
国に未来はない。

5257

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

環境・エネルギーならび
に健康など人類共通の
課題解決には新たな発
見と技術革新を行うた
めのバイオリソース（生
物遺伝資源）の整備が
不可欠である。科学・技
術の足腰とも言える研
究基盤を整備し、ライフ
サイエンス研究で利用
される我が国独自の生
物遺伝資源を整備する
ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは今後と
も継続して優先的に推
進すべきである。

バイオリソースは国の
貴重な資源かつ重要な
知的財産である。生物
は一度失われたら復元
できないため、継続的
な整備が必要である。
ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは国費を
投じて開発されたリソー
スの滅失、流出を防止
し、厳格な品質管理に
より信頼性の高い研究
材料を普及し、研究の
質の向上に役立ってい
る。誤った材料を用いる
ことによる研究費の無
駄使いを防止している。
ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは集約化
による最も効率的かつ
効果的な国費投資と言
える。

5258 大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

今まで以上に人材育成
に予算を重点配分すべ
き

高度に複雑化した社会
問題を解決するために
は、人間の意志決定過
程に対する理解が必要
であり、その神経科学
的基盤を解明する脳科
学のより一層の発展が
望まれる。脳科学研究
において日本は欧米に
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法・公
設試
等）

後れをとっており、中国
の追い上げも凄まじい。
今こそ十分な予算を確
保し、これからを担う人
材の育成に邁進すべき
と考えられる。

5259

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

世界トップレベル研究
拠点プログラムの維持
を希望します。

大学などの研究機関を
支援するプログラムの
中で、長期的な考え方
をできるものは限られて
います。10年間は継続
が約束されているプロ
グラムがあるおかげで、
10年先、20年先の科学
のあり方や科学の価値
を考えることができると
思います。毎年の審査
を繰り返しながら、10年
継続する、というこの実
験的なプログラムのは、
ぜひこのまま継続して
いただきたいと思いま
す。

5260

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

本施策では、我が国の
教育研究の中心である
国立大学の基盤の再整
備を目指しており、国際
競争力の向上や人材育
成の観点から非常に重
要ですので，賛成しま
す。

我が国の教育研究基盤
である国立大学の充実
は、人材育成のほか、
国の競争力の向上・維
持の観点からも非常に
重要ですが、現状で
は、多くの大学において
老朽化した設備が目立
つ上、その更新はおろ
か補修費にも事欠く状
況です。本施策の実施
により、耐震工事を含め
た基盤の再整備を行う
ことが重要だと考えま
す。

5261

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

SPring-8でなされている
研究自体は非常に有意
義なものが多いが、経
営体制は典型的な天下
り支配であり、さらなる
発展を大きく阻害してい
る。

研究施設の運営主体が
官僚の場合、予算消費
のための予算要求が中
心となり、また容易に予
算を獲得するため、き
わめて非効率、不合理
な経営となっている。

安心・安全な社会や高
い創造性・生産性を持
つ社会の実現に不可欠

現在のインターネットで
のgoogleやyahooの繁
栄からもわかるように、
新世代ＮＷにおいても、
広域で大規模な先端的
アプリケーションの研究
開発が最重要である。
そのようなアプリの研究
開発には最先端環境で
実際に動作させながら
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5262

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

な新世代通信網の研究
開発には、新世代通信
網技術を、実際の試作
アプリケーションを広域
で動作させることで実証
的に検討分析すること
が重要であり、そのた
めのＪＧＮＸテストベッド
の整備を強力に推進
し、その上で５年後の実
用化目指す技術から十
年度の未来技術までを
研開発・評価分析すべ
きである。

評価分析ができるテスト
ベッドが不可欠である
から。個々の基礎また
はアプリの技術は民間
や大学でも研究可能で
あるが、その分析のた
めの広域テストベッドを
整備するのは、まさに
国の役目であり、新世
代通信網の技術先陣争
いを行うためにも強力
な整備を期待しまる。米
国GENI、欧州FIREなど
世界的にもテストベッド
が整備されてきており、
それらに対抗し遅れな
いよう（インターネットの
二の舞にならないよう）
今以上の積極的支援が
不可欠。

5263

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界最先端
の大強度陽子加速器施
設であり、世界中からそ
の成果を期待されてい
る。新しい科学技術や
基礎科学を推進する中
で日本が世界をリード
するこの施設を前面的
に政府としてバックアッ
プすべきである。

資源の乏しい日本にと
って、科学技術で世界
に抜きんでることは非
常に重要なことである。
基礎科学の推進は、若
手研究者を育て、新た
な産業を創出し、日本
国の教育や文化レベル
を大きく上げることにつ
ながっていく。政府とし
ては、このような基礎科
学の計画を大きくサポ
ートするべきである。

5264

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

本施策はこのまま推進
すべきである。資源の
枯渇、二酸化炭素濃度
上昇に伴う地球温暖化
など種々の問題を抱え
る石油資源への依存か
ら脱却し、再生可能な
資源であり、カーボンニ
ュートラルの観点から地
球温暖化の原因になら
ないバイオマス資源へ
の転換を行うべきであ
る。バイオマス資源から
バイオ燃料やバイオプ
ラスチックを創出する研
究を行い、また研究を
支援し、発展させていく
体制を構築するべきで
ある。

石油資源からバイオマ
ス資源への転換は、我
が国に大きな恩恵をも
たらすと考えられるから
である。石油に代わる
資源への転換は、将来
的な石油資源の枯渇へ
の備えとなり、経済的か
つ社会的に大きな恩恵
を得るであろう。また、
京都議定書に代表され
るように、近年世界規模
で環境問題が注目され
ており、バイオマスの研
究開発が産業としてより
発展していく可能性が
高く、経済的に利すると
考えられる。さらに、環
境先進国として国際的
な評価にもつながるで
あろう。

現在一部の大学で女性
限定公募を実施してい
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5265

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

施策の目標である女性
研究者が出産・子育て
等と研究を両立するた
めの環境整備を行う取
組を支援すること自体
には意義があると思い
ます。しかし女性研究者
の採用割合に係る数値
目標については反対で
す。

ますが、本来なら事業と
結びつけて考えるべき
ではありません。女性
研究者が、（出産育児も
普通にできて）研究し安
い環境を整えることによ
って、その結果として優
れた研究者となる女性
が増えることが数値目
標の本筋でしょう。おか
しいのは一部の大学が
始めた女性限定公募で
すが、女性研究者支援
事業が女性限定公募を
加速させないように、支
援の形を工夫した上で
実施すべきです。

5266

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業 

このまま
推進す
べき

この制度は、特に基礎
科学の研究者を育成す
る上で本質的な役目を
果たしており、現在、各
研究分野を支えている
中堅以下の研究者の多
くがこの制度で育てられ
たことは間違いがない。
日本の科学・技術レベ
ルのさらなる向上のた
め、この素晴しい制度
は、より増額して積極的
に推進すべきだと思う。
できれば、採択率を上
げて博士課程学生のや
る気を高めてほしい。

私自身も、特別研究員
として博士課程在学中
と学位取得後の短い期
間お世話になり、その
おかげで研究者として
生き残った。この制度が
育て、一人前になった
研究者は私の周りでも
数え切れない。しかしこ
の制度の採択率は低
く、研究分野によっては
優秀な学生でも特別研
究員になかなかなれな
いことも多く、そうした人
は経済的理由から研究
の道を断念することもあ
る。よき研究者を増やす
ための最も効果的な方
法として、特別研究員
事業の拡大を強くお願
いする。  

5267

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士課程在籍の現在、
特別研究員事業に採択
されている身です。グロ
ーバルCOE事業など事
業仕分けでの大幅削減
により、大学・研究室単
位での予算が削減され
てました。その結果、リ
サーチアシスタントの縮
小・廃止など学生に対
する厳しい現実を目の
当たりにしています。そ
うした状況の中でも、私
が研究中心の生活を送
ることが出来ているの
は、ひとえにこの事業の
おかげと言えます。

実際、特別研究員採択
後、私は国際会議や科
学雑誌で研究業成果を
多数、発表することが出
来ています。また、特別
研究員制度に採択され
た後の進路として、多く
の方が研究職へと就い
ている現状も注目に値
します。従って、私自身
の経験からも、研究者
育成に対する本事業が
果たす役割は非常に大
きいと言えます。

本グローバルCOEプロ
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5268

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学院博士課程の学生
が大学における教育・
研究に専念するにあた
り、本GCOEプログラム
は必要不可欠なものと
考えています。また本
GCOEプログラムは、よ
り能力の高い博士課程
の学生を育成するため
の一翼を担っていると
思います。よって、本
GCOEプログラムは必
要不可欠であり、より推
進してゆくべきものと思
います。

グラムのRA制度によ
り、大学院博士課程の
学生は金銭的補助など
を受けながら研究活動
が行えます。これによ
り、学生は大学におけ
る活動に集中すること
ができ、教育・研究に専
念することができます。
また、本GCOEプログラ
ムでは海外の研究者と
交流できる機会があり、
博士課程の学生にとっ
てこのような機会を得ら
れることは大変有意義
なものと考えています。

5269

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

国際性を兼ね備えたリ
ーダーを育成するため
には、海外留学の機会
は非常に重要である
が、世界的な不況の
中、海外においても研
究費は減少しており、若
手研究者が現地の研究
機関に雇用されること
は難しくなってきている
ため、このような若手育
成のための資金は非常
に重要であると考えら
れる。また、若手研究者
インターナショナルトレ
ーニングプログラムの
充実は重要であると考
えられる。

博士課程修了者の就職
難がとりざたされている
が、博士課程在学中か
らこのような資金によっ
て海外の研究施設や企
業でのインターンを経験
することで、国際性を兼
ね備えた博士の育成が
できるようになると考え
られるため、海外特別
研究員の予算と共に、ト
レーニングプログラムの
方も充実していただきた
い。また、これらは博士
課程教育リーディングプ
ログラムと組み合わせ
ることで更に効果的に
なることも考えられるた
め、統合までいかなくと
も、連携を考えていただ
きたい。

5270

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

植物科学研究事業は、
このまま推進するべき
である。

土地や資源の少ない日
本において研究事業は
推進するべき施策であ
る。特に、植物科学研
究は、環境問題や食糧
問題に向けて重要な項
目である。

5271
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにし た新た
な海外展開
戦略- 【特別

このまま
推進す
べき

概要にあるとおり「はや
ぶさ」「イカロス」「ＨＴＶ」
の技術発展・製作・運用
に積極的に投資をすべ
きです。

家電製品など一般の工
業分野においては、ア
ジアの工業国に日本は
追い抜かれつつありま
す。先端宇宙分野は世
界的にイニチアチブを
取れる数少ない分野で
あり、また、日本の工業
力の屋台骨を支えるハ
イレベルな職人芸、中
小企業の力を維持する
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枠該当施策】 ためには最適な分野と
思われます。

5272

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

昨今の経済情勢を踏ま
え、大学からの研究費
は減少の一方であり、
企業も助成金を出す余
裕も無いため、研究を
遂行する上で科研費の
重要性は益々増加して
います。しかし、現状は
その科研費さえも一部
の種目が募集停止とな
り、実質減額されていま
す。資源に乏しい我が
国では、他国に勝る優
れた科学技術が必要不
可欠です。そのため、今
以上に科研費や他の研
究助成等により科学技
術の向上を目指す施策
を実施して頂きたいと思
います。

最近発表されたタイム
ズ・ハイヤー・エデュケ
ーションの世界大学ラン
キングよると、上位200
校に入った日本の大学
は昨年に比べ、11校か
ら5校に減り、6校がラン
クインした中国にアジア
1位の座を奪われてい
ます。その理由として
「高等教育における最
近の財政削減」が挙げ
られており、このまま研
究教育費等が削減され
続ければ、日本の学術
レベルだけでなく、日本
の国力が衰退の一途を
辿ると思わざるをえない
ためです。

5273

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者が自由な発想に
基づく研究を行うことは
研究の本質であると思
います。そのような研究
に対して科学研究費の
補助を行う本政策は、
研究者にとって非常に
ありがたいものです。科
学研究費の補助金を獲
得することによって、研
究者は自信を得て、ま
た自覚をもって研究を
推進するため、より質の
高い研究となる可能性
があると思います。

年々、大学の運営交付
金が減らされており、加
速器などの研究施設
（装置）の維持費も10年
でカットされるため、大
学での加速器施設の運
営に大変苦労していま
す。既に加速器の維
持・運転費も一部外部
資金を獲得することによ
って運営しています。そ
のため、自分の研究お
よび大学院生に対する
教育の時間を大幅に削
られています。そのよう
な中で、科学研究費補
助金の獲得が自分の研
究を推進するためには
必要不可欠です。自分
自身そのように感じてい
るため、科研費の総額
が減額されるということ
は、研究者全体の士気
にかかわることだと思
われます。

光通信技術は、我が国
が世界をリードしてきた
分野である。現在この
分野において、信号伝
送だけでなく、スイッチ
ングも含む全ての機能
を光化するオール光ネ
ットワークへのパラダイ
ムシフトに期待が集まっ
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5274
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

ている。オール光化に
よりＩＣＴ社会を支えるネ
ットワークの大容量化、
低消費電力化が一気に
進むと期待される。我が
国には、革新的技術を
創出してオール光化の
パラダイムシフトをリー
ド 
できる技術的蓄積があ
る。しかし、経済環境の
悪化などを背景に革新
的研究への民間投資が
難しくなるなか、欧米、
アジアに対する優位差
は縮まりつつある。公的
資金による本研究開発
を実施し、革新的技術
を創出してパラダイムシ
フトをリードしていくこと
が是非必要である。 

本研究開発を推進して
革新的技術を創出し、
パラダイムシフトをリー
ドすることにより、国際
標準化、それに続く市
場創出を優位に進める
ことができる。また、長
期的には、我が国のＩＣ
Ｔ基盤のいち早い高度
化、経済発展、雇用創
出への貢献なども長期
的には見込まれる。

5275
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24113

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球観
測衛星網の
構築」

このまま
推進す
べき

本施策は、我々（一般
市民）の地球環境に対
する理解を深めさせてく
れるものであり、我々に
地球環境を守るために
何をしなくてはいけない
のかを明確に示すもの
だと考えます。また、地
球温暖化は国際的な問
題でもあるため、今、本
施策に力を注ぐことで
地球観測の部門で、日
本は世界をリードするこ
とができます。我々の地
球環境への深い理解と
日本の確かな観測衛星
の技術力を世界に示す
という二つの理由から
私は本施策こそ推進す
べきものと考えます。

近年、地球温暖化など
の地球の気候変動を懸
念する意見が増えて来
ています。もはや、地球
に何かしらの異変が起
きていることを疑う人は
少なくないでしょう。地
球の環境状況を正確に
理解するためには、宇
宙から得られる地球の
情報を活用することが
求められます。宇宙か
らの地球観測技術の向
上はもはや急務であ
り、我々の義務です。そ
して、その一角を担うの
がこの「地球観測衛星
網 の構築」なのではな
いでしょうか。

5276

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業 グローバ
ルＣＯＥ

このまま
推進す
べき

日本の将来を担う，新し
い製品やシステムを開
拓できる，博士課程学
生を育成することは，き
わめて重要なことであ
る．博士課程の学生
に，新しい問題解決能
力とともに国際性を身
につけさせるための実
践的な研究・教育を支
援する意義がある．我
が国の施策はどちらか
と言うと底辺を重視する
傾向にあるが，エリート
を重視した教育は，将

今後の産業界を牽引す
る，世界で初めての製
品やシステムを開拓す
ることができる人材の育
成は，今後ますます要
請されることであり，日
本の将来を左右する．
特に，博士課程学生に
このような能力を育成
する事業はきわめて重
要である．
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来の日本を左右する重
要な事業である．

5277

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

ニュートリノ実験を始め
としたJ-PARCで行われ
るインパクトの大きい実
験は激しい国際競争の
中にあり、今後日本が
基礎科学分野で世界を
牽引するにあたって、国
家としてのサポートが必
要と考えます。J-PARC
で生み出される世界第
一線の研究は他にも、
中性子の基礎物理など
出力の必要とするもの
が多くあり、設計値であ
る1MWの早期実現を多
くの研究者が望んでい
ます。

私は博士課程の大学院
生であり、素粒子物理
実験のこれからの広が
りに魅力を感じている一
人です。J-PARCは
様々な粒子を発生する
複合施設であり、設計
値が実現さえすれば多
彩な物理実験が可能と
なる、世界第一級の加
速器と理解しています。
この加速器計画を推進
することで、私を始めと
する未来の物理学者が
大きく勇気づけられ、独
創的な研究を次々と実
現できることは間違いな
いと私は思います。

5278

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCはこのまま推
進すべきであると考え
ます。 
とくにニュートリノ実験で
はアメリカ、ヨーロッ 
パ、日本で激しい国際
競争になります。 
日本のニュートリノ実験
の将来はすべてJ-
PARCに 
かかっており、J-PARC
なしではこの国際競争
に 
勝つことはできません。

ニュートリノ実験は、現
在の宇宙を記述してい
る 
素粒子標準理論の拡張
に大きな貢献をすると
考えられます。 
日本でニュートリノ質量
が発見されましたが、そ
れは素粒子 
標準理論を修正した唯
一の測定であります。 
今後はニュートリノの性
質をより精密にしたり、
新たな 
新現象を発見するとい
った時代になります。そ
のためには 
大量のニュートリノを生
成できるJ-PARCが必
要不可欠 
です。 
また、宇宙の成り立ちを
探る基礎科学を世界で
リードすることは 
健全に日本の存在の価
値をより高める有効な
手段だと考えます。 

大学・
公的

更新可能エネルギーを
海洋にも求めるべきで
ある。公募の際には、
必須の到達目標と、そ
れを越えて望ましい目
標を明示していただき
たい。 
実証実験海域の海況・
海上気象は事業内で観

計画があまりに漠然とし
ていてこのままでは評
価に苦しむ。波浪、潮
汐、海流、温度差のど
れを開発するのか? そ
の選択は応募者の創意
に期待するのか? 達成
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5279

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27002
海洋エネル
ギー技術研
究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

測されると思うが、その
周辺や比較対象海域の
地球観測・予測情報を
必要とするはずである。
本事業で得られたの観
測データも、たとえば気
候変動適応戦略イニシ
アチブ(24102)に含まれ
ている地球環境情報統
融合プログラムの連携
体制に参加するなどの
形で、他事業と共有す
ることが望ましい。

目標のところに離島等
とあるが、離島の生活
用・防災用のエネルギ
ーが自給できればよい
のか、離島をエネルギ
ー資源(あるいはエネル
ギー集約型の産物)の
供給基地にするところ
までねらうのか? 離島
のほか外洋でも使える
技術をねらうのか? 

5280
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
誰でも申し込めて、実績
と関係なしにどれだけ 
アイディアが優れている
かで支給すべき。 

シーズは学術機関だけ
でなく誰でも見出せるも
のなので

5281

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「女性研究者が出産・子
育て等と研究を両立す
るための環境整備を行
う取組を支援する」こと
も必要だが、それより
も、他分野との交流促
進などの自律的なブレ
ーク・スルー研究を行う
研究環境の改善が必要
である。出産・子育てを
女性の役割とする風潮
こそ改めるべきである。
また、本施策の範囲を
超えるとは思うが、研究
者のみならず女性の研
究支援者にとっても働
きやすい職場環境の整
備を含めるべきと考え
る。

女性研究者研究活動支
援は男性研究者の研究
環境の改善を進める上
でも重要である。

5282

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

農林
水産
省

26103

自給飼料を
基盤とした国
産畜産物の
高付加価値
化技術の開
発

このまま
推進す
べき

 本研究は、意義があ
るので推進すべきであ
る。 
 我が国の食は、一見
豊かに見えるが、実際
は輸入されたものが大
半を占め、自給率は低
い。とりわけ、飼料の自
給率が低いのが課題で
ある。飼料として利用さ
れる作物として、日本に
おいては、ムギ類よりも
イネの方が生産に適し
ている。さらに、イネの
栽培は、耕作放棄地の
削減にも有効である。
本研究は、飼料自給率

 本研究は、飼料の自
給率を向上するため
に、必要な研究である
から。 
 本年夏、ロシアは小麦
の輸出停止措置をとっ
た。有事の際、他国は
日本への食糧の輸出を
優先しない。このよう
に、我が国の畜産を他
国に依存すると、食料
面からの安全保障上、
著しく不都合である。 
 また、本年４月に発生
した口蹄疫は、何らか
の要因により、外国から
侵入したものと推察され
る。たとえ、１０年に一
度であれ、口蹄疫が発
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の向上に大きな役割を
果たすと考えられる。

生するリスクとそのコス
トを鑑みると、自給可能
な飼料を開発する価値
がある。

5283
その
他

30～
39歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

先端ＩＣＴ技術に関する
研究開発は、日本の成
長戦略の一翼を担うも
のと考えています。 
先端ICT技術に関する
研究開発は、現行の光
通信技術からのパラダ
イムシフトが起こり、世
界で勝ち残る大きな競
争力になると考えます。
また、一定の技術や人
材、資金を持つ日本だ
からできる開発であると
思いますので、将来に
向けて一定額の技術開
発投資を行い、日本の
価値向上、新産業の創
出、雇用創出につなげ
ていってほしいと考えま
す。

現在の日本経済の回復
は、付加価値の高い技
術開発が支えていると
考えています。 
日本の国民生活におい
て、情報通信への依存
度が高まってきている
中、様々な種類の脅威
に対する基盤技術の研
究開発を行うことによ
り、日本の高度情報通
信ネットワークの安全性
および信頼性を確保す
ることが必要であると考
えます。そして、国民の
皆様が成長や豊かさを
実感でき、魅力ある日
本を創るために新技術
を役立ててほしいです。

5284
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

戦略目標を 
３つ程度に絞ってリソー
スを集中して 
結果を早く（1,2年で）出
すべきです。

 
国が定めた戦略目標が
多すぎます

5285

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

将来の日本を担う人材
に高度な教育、研究の
機会の場を与え、かつ、
日本の基礎科学、科学
技術、文化レベルを発
展させるべき存在であ
る国立大学を政府とし
て、大きくサポートすべ
きである。

優秀な人材確保のた
め、大学の学費は無償
化に進むべきであると
考えているが、毎年の
予算削減により、教育
への圧迫は大きく、今
年の10％予算削減が現
実のものとなれば、授
業料は大きく上がり、優
秀な学生の教育への機
会均等の原則が崩れる
という危機的状態にあ
ると思う。資源の乏しい
日本が世界的に生き残
るためには、高度な科
学技術と文化レベルの
維持発展が不可欠であ
るので、国立大学への
サポートは推進すべき
である。

5286
大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

我が国が世界に誇る最
新の加速器施設であ
り、現在立ち上げの最
も重要なな時期に来て
いる。基礎科学のみな
らず、幅広い応用研究
も可能な施設であり、こ

原子核物理、素粒子物
理、物性応用、生命科
学応用など、幅広い研
究分野の発展に寄与す
る。同様の構えを持った
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法・公
設試
等）

の計画を一層推進する
ことで、日本が多くの分
野で世界を確実にリー
ドできる。

加速器は世界的にも
JPARCのみである。 

5287

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

この施策は世界的に注
目されており、世界中か
ら多くの研究者が集ま
って来ている。計画は
遅滞無く推進すべきで
あり、そのための予算
は十分に確保されるべ
きである。

Bファクトリー加速器は
10年以上に渡る運転期
間を通して常に開発・改
良が続けられ、世界最
高性能（世界最高ルミノ
シティ）を更新し続けて
来た。その実績ゆえ世
界中の素粒子物理学研
究者、加速器研究者を
惹きつけている。日本
がこの分野での国際的
な研究センターとしての
地位を築いて行く上で、
Bファクトリー加速器の
高度化は必須とも言え
る。とりわけ近年経済発
展の著しいアジア地域
では加速器の建設・計
画も盛んで、日本は官
民を問わずこの分野に
おける先導的役割を期
待されている。このよう
な国際状況の下、Bファ
クトリー加速器と大強度
陽子加速器施設（J-
PARC）を持ち、着実に
実績を積み上げてきた
日本は、この施策により
国際的地位を揺るぎな
いものにすべき時であ
る。

5288
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24164
高速増殖炉
サイクル技術
の研究開発

推進す
べきでは
ない

とりあえずプルサーマ
ルで十分なので維持費
を除いて予算は停止す
べきです。 
自然エネルギー以外の
研究をやめて、自然エ
ネルギー研究に集中す
べき。 
自然災害に弱く廃棄物
処理や管理に資金が必
要な原子力より太陽電
池と風力に全資力を集
中するべき。 
財政危機なので極力必
要なもの以外の予算は
削るべきです。 

高速増殖炉は危険すぎ
るうえに資金がかかり
すぎます。(しかも最近
壊れたそうです。)

われわれ、（財）名古屋
産業科学研究所 研究
部に所属する52名の上
席研究員（49名は、東
海３県の国立大学理系
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5289
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

テニュアトラック普及・定
着事業（新規）、特別奨
励研究員事業（新規）、
頭脳循環を加速する若
手研究者戦略的海外派
遣事業、特別研究員事
業（継続）、大学院教育
改革推進事業のうち、
組織的な大学院教育改
革推進プログラム（継
続）、研究者の養成（海
外特別研究員、若手研
究者インターナショナル
トレーニングプログラム
（継続）の５施策が、相
互関連なくばらばらに立
案されている。いま文部
科学省の若手研究者育
成戦略での喫緊で最重
要戦略は、国立大学法
人の研究教育現場の疲
弊（博士号取得者数の
伸び悩み、博士課程進
学者率の連続減少、論
文数の平成17年度から
の連続減少）と 
ポスドク１．６万人の生
活不安定性の社会問題
とを連携させて、統一的
に解決する方策がなけ
れば、この５施策の位
置づけが不明であり、
実効性の評価ができな
いだろう。無駄遣いに終
わることになる。5施策
と、国立大学法人の再
生、１．６万人ポスドク
問題解決との関係を明
確にすべきである。

名誉教授、３名は企業
研究所等名誉研究員）
は、ＷＧを設置し、科学
技術振興と若手研究者
育成のありかたについ
て、提言案作成活動を
続けている。内閣府「第
四期科学技術基本計画
骨子（素案）」、「国立大
学法人後の現状と課題
（中間まとめ）」、「４期科
学技術基本計画への提
言；日本学術会議」、
「ポスドクへの提言（ＪＳ
Ｔ理事長講演）」など 
重要書類を精査し、国
立大学法人の研究教育
現場の生の多くの声を
聞き、それらを俯瞰的、
横断的の考察した結
果、以下の提言を浮か
び上がらせた。すなわ
ち、 
「国立大学法人に若手
教員１万人ポストの増
設を」（６００億円） 
の提言を行う｣予定であ
る。 
この提言の実現により、
国立大学法人の教育研
究現場の活力が蘇生
し、１．６万人ポスドクの
うち１万人程度の成果
が安定化し、博士課程
への進学率の増加、博
士号取得者数の増加、
論文数の増加など 
我が国の科学技術力の
強化の効果は、目に見
えて実現すｒことにな
る。勿論、ポスドクの積
極的な面は維持できる
とともに、大学では 
若手教員の採用に当た
っては、企業研究所、国
研等の研究員を３年程
度以上経験したポスド
クを優先する、ことが必
要である。このことによ
り、旧来の閉鎖した講
座研究室は自ずから開
放的になり、しかも若手
研究者の開かれた独立
性に基づく新鮮な創造
性が、教授の研究を老
化させることなく重要な
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刺激を与え、わがくにの
研究の独創性を推進す
る力になる。 
 若手教員１万人の人
件費６００億円は、競争
的研究資金約５０００億
円の１２％であり、すで
にプロジェクト研究員人
件費として存在している
ものである。これを国立
大学法人へ移管するこ
とで確保できる。 
 この基本戦略に沿っ
て、文部科学省の５施
策が連携して実施され
ることを切に望むもので
ある。

5290
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

植物に関する科学研究
は続けてほしい。

現在、エコという言葉が
ブームになっているよう
に環境に配慮するため
の研究は続けてほし
い。これからの時代、エ
コは欠かせないテーマ
である。環境破壊が進
む時代、植物との共存
は大事な問題であり、
植物研究は今後も必須
である。

5291
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24114

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球環
境予測・統合
解析に向け
た衛星観測
データの高
度化」 【アク
ションプラン
施策パッケー
ジ】

このまま
推進す
べき

観測衛星の技術力向上
によって、精度よく、そし
て多様な地球観測を行
うことが可能となるでし
ょう。しかし、その情報
が社会貢献せずに役目
が終わるとすると、それ
ほど無駄なことはないと
感じます。地球観測情
報を無駄にしないため
にも、本施策は必要な
ものです。本施策の予
算を拡大し、早い時期
に高精度な地球観測情
報を多様な方面から社
会貢献できる仕組みを
開発するべきと私は考
えます。

近年、静止気象衛星、
GPSなどといった人工
衛星技術の発展のた
め、生活と宇宙の結び
つきは日に日に強くなっ
ている。さらに、人工衛
星は我々の生活をより
豊かなものにして変え
てくれている。人工衛星
技術の開発により多様
な地球観測が行われ、
そこから得られた情報
を社会貢献に役立てる
仕組みができたならば、
ますます生活は豊かに
なるはずです。その第
一歩こそが、本施策で
あると私は考えます。

自分の経験に基づき非
常に強く思います。私も
この学振の特別研究員
に採用されたことで今
の職に就けたと思って
います。今日、特に
我々の分野（素粒子・原
子核）では博士課程修
了後すぐにアカデミック
ポジションに就けること
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5292

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

非常に若い研究者（ポ
スドク・博士課程の学
生）が経済的不安を感
じることなく研究に専念
し、また彼らに更なるチ
ャンスを与えるために
も、是非ともこの特別研
究員事業は推進して頂
きたく思います。

は非常に稀です。定職
に就くまでどうしてもポ
スドクという不安定な身
分を経験しないといけま
せん。その際にこの特
別研究員に採用される
ことで日々の経済的不
安を感じることなく、本
当に研究に専念するこ
とができました。また潤
沢な研究費も付きま
す。私はこの研究費を
利用し国際会議に参加
した際に、とあるドイツ
の教授と知り合うことが
出来、それがきっかけ
でその人との共同研究
が始まりました。その教
授との素晴らしい研究
成果が現職に就く大き
な要因になったと思い
ます。 
特別研究員事業は若手
研究者の未来を切り開
くものだと私は信じま
す。

5293
小・
中・高
校

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

全ての分野における
「学術研究」を、格段に
発展させ、多様な知的
蓄積を形成することは、
我が国の未来を考える
ときもっとも重要なこと
の一つである。これまで
も成果を上げてきてい
るが、研究費の複数年
度執行により更に成果
をあげることができると
考える。また、我が国の
将来を担う若手研究者
の研究費を、一人でも
多く充分に保障し、心お
きなく研究することがで
きる環境を作るため、更
に増額、充実して実施
するべきだと考える。

高校の教員をしている
が、優秀な能力を持っ
た卒業生や、若者が、
我が国の将来に役立つ
科学・技術、文化を発展
させ得る研究をすること
を希望し、また、その潜
在能力を持ちながらも、
特にこの経済危機の
中、経済的に疲弊し、ア
ルバイトに研究時間を
割かざるを得なかった
り、経済的理由により研
究を断念せざるを得な
かったり、海外への頭
脳流出などの事態が進
行している現状がある
事を危惧している。ぜひ
ともこの現状を改善す
べく、この施策を充実拡
大して実施すべきだと
考えるからである。

大学・
公的
研究
機関 50～ 総務

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク このまま

安心・安全な社会や高
い創造性・生産性を持
つ社会の実現に不可欠
な新世代通信網の研究
開発において、無線技
術は極めて重要であ
る。特に、今後の周波
数枯を考えるならば、周

多くのインターネットアク
セスが無線網経由とな
り、無線利用の爆発と
その利用法の多様化が
進んでいる。よって近い
将来の周波数枯渇はこ
のままでは避けられな
い。 
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5294

（独
法・公
設試
等）

59歳 省

20006

セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

推進す
べき

波数の有効利用技術
（時間空間再利用）は最
重要であり、世界でも研
究開発競争が始まった
ところである。新しい産
業創出にむけて５年後
の実用化を目指す周波
数有効利用技術の総合
的な検討を期待する。

具体的には、それを避
けるために、できるだけ
周波数資源を有効に使
える「技術開発・技術検
証実験・技術基準策定
など」が必要であり、ま
さに国の予算で実施す
べきものかと思う。 

5295

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

大強度陽子加速器施設
は現在の基礎科学の発
展に欠かせない施設で
あり、この施設で行われ
る計画は将来の日本の
みならず世界の物理学
の発展に多大な貢献す
ることが強く期待でき
る。ぜひとも推進をして
ほしい。

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものであり、多大な
研究の蓄積のもとにな
された研究計画であ
る。したがって、世界最
先端の研究成果が期待
できるし、この計画の推
進によって若手研究者
も数多く育成されること
になる。研究者の育成
は現在の日本にとって
重要な戦力であり、さら
に科学技術の発展は大
きな経済効果を生み出
すことにもなる。まさしく
この計画を一層推進す
ることで、日本が科学立
国として世界を確実にリ
ードすることができる。

5296
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

推進す
べきでは
ない

 
ハードの規模は1/10以
下でつくってソフト技術
のみとうしがついてから 
ペタを目指すべきです。
そうすれば当面の予算
は1/10ですみます。

発表されている研究経
過をみるとあきらかにソ
フト開発が遅れていて 
こえねばならないブレー
クスルーがいくつも必要
な状態にあります。 
またそうすれば最新の
技術が利用できるので
さらなる性能の向上が 
可能になり世界一位も
視野に入ることでしょ
う。 
（実際東工大がはるか
に安い値段のスパコン
を今年つくっていま
す。）

大学・
公的
研究
機関 20～ 文部 特別研究員 このまま

特別研究員事業は日本
の科学技術研究の将来
を担う若手研究者の育
成に不可欠のものであ
り、今後もより一層の豊
富な支給による充実し
た特別研究員への支援
が必須であると考える。
それにより、日本の科

日本の若手研究者（ポ
スドク・院生）の大半は
大学院の高額な授業料
を負担し、新卒一括採
用なる歪な雇用慣行に
よる将来への不安の
中、日夜研究に励んで
いる。若手の不断の努
力があったからこそ、従
来の日本の科学技術は
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5297

（独
法・公
設試
等）

29歳 科学
省

24141

事業 推進す
べき

学技術は飛躍的に向上
し、天下無双の科学技
術立国となる。また、そ
の豊富な知識や技術を
以て世界に貢献するこ
とにより、日本は「国際
社会において名誉ある
地位を占め」ることがで
きると考える。

世界で尊重された。科
学技術の発展の為に
は、何よりも後続世代
の育成が必須である。
また、日本のような資源
に乏しい国においては、
高度な科学技術を含む
ソフト・パワーが無けれ
ば、国際社会への貢献
も儘ならぬ。

5298
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

このまま
推進す
べき

目先のことばかり、選挙
アピールができることば
かりに傾きがちな中、将
来の日本を支える基礎
研究に対しても予算が
組み込まれているのを
見て、安心しました。

孫が産まれようとしてい
ます。孫の世代にも、日
本が豊かで、世界のトッ
プレベルを維持していく
ためには、このような基
盤作りへの資金の投資
が必要だと思います。 
戦略的創造研究推進事
業は、これまでも大きな
成果をあげているようで
すので、期待したいと思
います。

5299

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー加速器の
高度化をこのまま 
推進すべきだと考えま
す。 
世界最高エネルギー
で、素粒子の新現象を
起こし 
それを発見するヨーロッ
パのLHCに対抗して、 
世界最大強度の加速器
で、未発見の 
稀現象を探ることは、国
際競争としても重要な
だけでなく 
LHCとは相補的な測定
ができるといった意味で
重要です。 

Bファクトリーの加速器
の高度化により、 
素粒子の新現象を世界
最高感度で探索するこ
とが 
可能になります。また、
日本のBファクトリー加
速器 
は米国のBファクトリー
加速器との国際競争に
勝った 
という実績があり、その
ような技術、経験に基づ
いた 
日本の計画には信頼性
があります。 
 
素粒子の新現象を探る
ことは、宇宙の起源を
探ることと 
同じ意味をもち、そのよ
うな基礎科学で世界を
リードする 
ことは国を豊かにする
方法の一つだと考えま
す。

大学・
公的

科学研究は必ず、最新
の研究成果が求められ
ます。それを実現し得る
必要条件として以下の
二つが挙げられます。
(1) 研究施設(装置)の有
意性 (2) 優秀な人材。
いずれにおいても、科

研究施設の有意性が研
究成果に直結する最た
る例として、ノーベル物
理学賞の受賞に繋がっ
たカミオカンデが挙げら
れます。また、研究費が
あってこそ、優秀な人材
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5300

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

学研究費補助金の存在
は必要不可欠であると
言えます。加えて、本事
業では科学的意義等を
厳正に審査された後、
適当な研究に対しての
み補助金が支給されて
います。単なる補助金
のばら巻きではないこと
もお分かり頂けるかと
思います。

を雇い、研究を効率的
且つ迅速に進められる
環境が整備出来ること
も容易に想像出来るか
と思います。研究費を
持ってこそ、研究者が
研究者たり得るのだと
言うこと、最新の研究成
果を生み出せるのだと
言う事をお分かり頂きた
いです。

5301
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
・若手研究者の自立的
研究環境整備促進
(6,672百万円) 
・イノベーション創出若
手研究人材養成(1,941
百万円) 
・女性研究者支援モデ
ル育成(791百万円) 
・女性研究者養成シス
テム改革加速(830百万
円) 
のみでほかは他の研究
制度で十分と思われま
す。 

これだけの資料で判断
するのは無理です。 
もっと具体的な収支を
含めて提示すべきで
す。

5302

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27123
洋上風力発
電等技術研
究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

更新可能エネルギーの
技術開発として必要で
ある。ただし環境影響に
は予想外のものもありう
るので、開発推進を前
提とせず注意深く評価
していただきたい。ま
た、社会として推進でき
るかの判断には発電自
体の費用評価だけでな
く需要地までの送電(ま
たはエネルギーを蓄え
た物質の運送)のエネル
ギーコストや信頼性の
評価も必要であり、本
事業内または別事業で
必ず評価していただき
たい。 
実証実験海域の海況・
海上気象は事業内で観
測されると思うが、その
周辺や比較対象海域の
地球観測・予測情報を
必要とするはずである。
本事業で得られたの観
測データも、たとえば気
候変動適応戦略イニシ
アチブ(24102)に含まれ
ている地球環境情報統
融合プログラムの連携

今後の人間社会のエネ
ルギー資源の需要は主
として更新可能エネル
ギーでまかなう必要が
あることは明らかであ
り、風力はその主要なも
ののひとつである。しか
し風力は時間・空間的
に不均一性が大きい。
陸上よりは相対的に均
一に近い海上での利用
には期待がかかる。そ
れにしても、台風などの
強風時にはエネルギー
の活用効率をあきらめ
ても設備の破壊を防ぐ
ことを優先させなければ
ならず、他方、亜熱帯高
気圧が広がってくる日
本付近の夏には弱い風
をいかに活用するかが
課題となる。社会が利
用体制を組むうえで、現
実的な出力の季節変
化・日々の変動を知っ
ておく必要がある。

34



体制に参加するなどの
形で、他事業と共有す
ることが望ましい。

5303
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
まず、なぜ壊れるのか
を解明すること、 
壊れたら確実に理由が
わかるような技術を備
えることが先決です。 
他の宇宙研究よりもそ
っちを研究すべきです。 
また東大などで安い技
術が開発されているの
で 
公開入札で値段を下げ
るべきです。 
 
多様なものをやってい
るのに 
抽象的な記述しかあり
ません。 
もっと具体的な資金の
流れを記述すべきで
す。 

高い確率で壊れること
が日本の宇宙産業の最
大の問題点です。 

5304

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金の拡
大充実に賛同します。 
改善ないし見直して欲し
い点として、pdf資料に
記述のあるような「応用
展開され、社会基盤とし
て活かされて」は確かに
重要ですが、しかしこれ
にこだわらず、科研費
が日本の科学全般をサ
ポートする役目を担うこ
とを明快にしてくださ
い。 
新学術領域において
は、いっそうの拡充はい
うまでもなく、特に基礎
的な分野における充実
を望みます。

我が国が科学技術分野
で世界をリードし、将来
にわたって高い文化水
準を保ったすばらしい
国であり続けるために
は、基礎的な研究の蓄
積がとても重要です。 
科研費においては、底
辺を支える小さな規模
の予算を支えるととも
に、新しい学問分野を
創成するような大きな提
案も積極的に取り組む
必要があります。その
意味で、基盤(C)と新学
術領域の拡充を挙げら
れているのには賛同し
ます。 
新学術は、名称的には
目新しさや新しく役に立
つようなことが想起され
ますが、決してそれだけ
ではなくて、基礎的な学
問の発展にも役立って
ほしいとおもいます。そ
れが長期的にわが国の
科学、技術、文化水準
を保つことになると思う
からです。

科学研究費補助金は我
が国における自由な学
術を基礎的に支える最

我が国の科学研究費補
助金は以前に比べると
近年増額してきました
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5305

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

重要な基金です。また
補助金の機会が少ない
社会科学や人文科学の
分野にとって、かけがえ
のないファンドです。こ
の補助金の総額を引き
上げ、採択率をあげる
ことは、欧米のみならず
途上国に比して間違い
なく我が国学術の国際
水準を上げさせるはず
です。

が、アメリカやヨーロッ
パに比べるとまだまだ
貧弱です。とりわけ重要
なのはこの補助金が社
会科学研究や人文科学
研究の基礎を維持して
いるという事実です。科
学研究費補助金を増額
し、採択率をあげ、我が
国の基礎研究に対する
配分の見識を示すべき
です。

5306

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は我
が国における自由な学
術を基礎的に支える最
重要な基金です。また
補助金の機会が少ない
社会科学や人文科学の
分野にとって、かけがえ
のないファンドです。こ
の補助金の総額を引き
上げ、採択率をあげる
ことは、欧米のみならず
途上国に比して間違い
なく我が国学術の国際
水準を上げさせるはず
です。

我が国の科学研究費補
助金は以前に比べると
近年増額してきました
が、アメリカやヨーロッ
パに比べるとまだまだ
貧弱です。とりわけ重要
なのはこの補助金が社
会科学研究や人文科学
研究の基礎を維持して
いるという事実です。科
学研究費補助金を増額
し、採択率をあげ、我が
国の基礎研究に対する
配分の見識を示すべき
です。

5307
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

日本の将来を支えるた
め、以前に研究者を増
やす政策があったかと
思います。それにもか
かわらず、増やした研
究者の行き場がなくなっ
ていることを新聞などで
知りました。 税金をか
けて、日本が育て上げ
た研究者の卵たちが活
躍する場を与えるの
は、当然の流れだと思
います。

研究者に限ったことで
はありませんが、将来
を見据えて若い研究者
を増やしたのであれば、
彼ら彼女らが立派に日
本を支えてくれるような
サポートを続けるべきだ
と思います。増やすだ
け増やして、急にゴミの
ように捨ててしまうよう
な政策、人をモノのよう
に扱うような考え方だけ
は、あってはならないこ
とだと思います。研究者
を増やしたからには、優
秀な人が思う存分、そ
の力を発揮できる場を
与えることに、賛成しま
す。

5308
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
研究成果は大学だけで
なく個人や中小企業か
らもでてくるものであり、 
そういうものも対象とす
べきです。 
 
これだけ大きな事業な
のに具体的な金額の流
れがわかりません。 

これだけ大きな事業な
のに具体的な金額の流
れがわかりません。 
こういうものの優先度は
下げるべきでしょう。 
そうなれば具体的なわ
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こういうものの優先度は
下げるべきでしょう。 
そうなれば具体的なわ
かりやすい資料がでてく
ると思われます。 

かりやすい資料がでてく
ると思われます。 

5309

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「「学術研究」（研究者の
自由な発想に基づく研
究）を格段に発展させ」
るためには、「事業の効
果・効率をいっそう高め
る」ことを目指す必要は
ない。

ブレーク・スルー研究が
これからの科学の発展
には必須である。その
ためには、何よりも「研
究者の自由な発想に基
づく研究」を早急に拡
充・推進する必要があ
ると考える。

5310

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス関連の
研究は、近年急速に蓄
積されつつあるゲノム
およびその関連情報を
如何に有効に活用でき
るかが研究の進捗に大
きな影響を及ぼす。また
情報の内容自体も単な
る配列から個体の癖と
いった多様なものに常
に拡大する状況にあ
り、短い年度に多額の
投資というよりも継続し
て一定額を支援する形
で事業を推進すべきと
考えます。

他の事業と比べても、
事業の主たる推進者自
身が大量の研究業績を
挙げることが難しい一
方、事業によってもたら
される研究環境の向上
は、極めて多くの研究
者の研究業績向上に繋
がる。事業の絶対的費
用の面でも、コストパフ
ォーマンスの面でも有
効な投資であり、また一
度中止になった場合の
事業の再構築には、継
続した場合よりも遥かに
多くの労力を必要とする
ことになると予想される
ため。

5311
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進す
べき

日本のX線天文学は、
長年の間、世界に誇れ
る部門としての地位に
ついきた。そして、本施
策においては国際協力
ミッションの中心を担う
ことになっている。それ
にも関わらず平成22年
度の予算が1億であっ
たのは余りにも少なす
ぎると感じていた。とこ
ろが、来年度の予算（現
状）が30億まで増額して
おり、本施策が正当に
評価されつつあると感じ
取れます。今後も日本
政府には、本施策のよ
うに世界の先端を行くプ
ロジェクトへの支援を惜
しまないで頂きたい。

人口衛星を製作するだ
けでもかなりの費用が
かかることは周知であ
ると思いますが、X線の
観測装置であるX線望
遠鏡に金やプラチナな
どの貴金属が大量に必
要だということは余り知
られていないことなので
は無いでしょうか。平成
22年度の予算（1億円）
内ではX線望遠鏡の開
発すら不可能です。し
かも、ASTROーHにはX
線望遠鏡が3台必要で
す。ですから、今回のよ
うな予算拡大は必要不
可欠のものであると考
えます。

民間 40～ 文部 私立大学等
改善・見
直しをし

 
国の管理が大学教育に
及ばないように 
中立的な財団をつくって

国が私学に直接補助す
るのは憲法違反です。 
多様な教育ができませ
ん。 
５５年体制が終わったい
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5312

企業 49歳 科学
省

24144

経常費補助 た上で推
進すべき

そこにこのような資金を
いれて、 
そこの判断でくばるべき
です。 

まこそ 
戦前のにがい経験を繰
り返さないように 
多様な教育ができるよ
うにすべきです。

5313

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは国際的に競争力
を有する大学づくり，国
際的に第一級の力量を
持つ研究者を育成する
極めて重要な施策であ
ると見受けられる．大学
は今や教育機関である
と同時に研究機関でも
あり，国際的に認めら
れる大学の存在は国力
を表す一つの指標であ
るといえる．また質の高
い研究者を育むことは
未来の国家の財産を創
出することと同等であ
る．故に国際的に競争
力を持つ大学づくり，研
究者育成を掲げる本施
策は絶対に必要であ
る． 

私の所属する大学にお
けるグローバルCOEプ
ログラムの拠点を見て
みると，大学院における
研究と同レベルのプロ
ジェクトの達成のための
プロセスを学ぶ実習型
教育や多岐の複合され
た分野に渡る未開拓の
研究領域を専門とする
研究者の養成など実施
されており，近い将来大
学により新たな国家の
基盤となる産業を構築
し，国家の利益を創出し
また産業の先駆者であ
りリーダーシップをとる
研究者の誕生が確信で
きる． 

5314

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー,J-
PARC,RIビームファクト
リー,SPring-8の４つの
大型加速器は、いずれ
もそれぞれの分野で世
界ダントツの性能を持
ち、日本の宝というべき
ものである。ここで進め
られる研究は日本の科
学レベルを大きく進展さ
せるので、いずれも推
進してほしい。Bファクト
リーは、純粋に基礎科
学のための装置である
が、日本が基礎科学で
世界最高水準を維持し
一層世界の尊敬を集め
られるよう、推進してほ
しい。 

Bファクトリー加速器の
高度化は、科学の根底
を書き換える可能性を
もった人類に夢を与え
る施策である。日本の
社会、とくに若者たちに
科学の心を持たせ、活
力を高めることで、長期
的に日本社会の発展に
大きく寄与することは間
違いない。国際協力も
進んでおり、若手研究
者の実地教育も進んで
いる。素粒子物理分野
だけでなく、宇宙物理、
原子核物理、ビーム物
理への寄与や、加速器
技術、計測技術、材料
技術、半導体技術など
多岐にわたる波及効果
ももっている。

5315 大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学施設においては、
運営交付金の削減のた
め、運営交付金だけで
は耐震化や安全性、機
能性の維持に対して予
算を配分することが難し
くなっています。新しい
施設に対してだけでな

意見の欄に書いたよう
に、運営交付金だけで
は安全性、機能性の維
持に対して予算を配分
することが難しくなって
います。 
そうでなくとも、安全性、
機能性、という部分は
目には見えないことが
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法・公
設試
等）

く、現存する施設の改
修、安全対策にも目を
向けて下さい。また、こ
のような政策は継続的
に行ってほしい。 

多く、軽視されがちで
す。従って、既存施設の
整備に対しても十分に
配慮することが、これか
らの施設整備に関する
政策だと思います。 

5316
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

推進す
べきでは
ない

 
これはなくして他の事業
で研究を支援すべきで
す。 
(優秀な個人に資金と設
備を投下すべきです。 
たいがいの研究助成に
は関節経費が組織用に
用意されて 
いるのでそれで十分で
す。) 
 
大抵建物が立派になっ
ていますが、 
期間が区切られている
のでプレハブで十分な
はずです。 

 
１４０拠点が多すぎるう
えに、 
具体的な成果がみえま
せん。

5317

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

地球内部ダイナミックス
研究は、地震・火山活
動の原因、島弧・大陸
地殻の進化、地球環境
変遷等についての知見
を蓄積するために必要
な基盤的な研究を行っ
ている。世界に誇る先
端的な研究を行ってお
り。優先的に財政支援
することが望ましい。ま
た、雇用している優秀な
若手研究者の活躍の場
として機能しており、さら
に十分な支援すること
がのぞましい。

地球内部ダイナミックス
研究は、JAMSTECで行
われている掘削などに
よる海洋底および地球
内部研究の基盤とし
て、地球内部のダイナミ
クスを解明してきた。こ
れによって、地球内部
の理解に関する世界の
地球科学をリードする
研究成果を挙げてき
た。この成果は、世界の
地球科学者の評価する
こととなっている。ここで
行う基盤的な研究は、
大学等の研究機関では
財政的に行えない多く
の研究プロジェクトを実
施することによって成果
を挙げている。大学との
共同・協力も進んでおり
我が国の基盤的な研究
を支える役割も担って
いる。以上の理由から、
引き続き強い支援を期
待したい。

5318
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
共同体でも単独でも可
とすべきです。

 
実際に研究するのは個
人の集まりであり 
組織ではありません。
多様な形態を可能とす
べきです。

私の専門分野、天文学
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5319

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOE(GCOE)
プログラムとして採択さ
れている大学の研究室
に所属しています。
GCOEプログラムでは、
博士課程の学生に対す
る国際会議参加による
海外渡航費と言うサポ
ートのみならず、他研究
分野とのコラボレーショ
ンや他大学と密接に連
携した研究を促進する
役割を果たしています。

の世界では、海外(例え
ば、カーネギー研究所
や欧州宇宙機関)では、
積極的な研究分野横
断・連携で研究を行い、
実際に迅速且つ大きな
成果を上げて来ていま
す。そうした現状に日本
の大学・研究機関が対
抗する手段として、これ
から研究者になる博士
課程の学生の育成に尽
力することの意義に加
えて、他大学・他研究室
同士で連携した研究環
境を実現し得るGCOE
事業の必要性は明らか
であり、継続推進にご
理解頂きたい。

5320
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27157

小型化等に
よる先進的
宇宙システム
の研究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
オープン技術によるコン
テスト形式にすれば 
1/10で十分と思われま
す。 

TVでは東大が３００万
程度で実施しており、 
それに比較して予算が
大きすぎます。 
財政危機なので最低限
必要なもの以外の予算
は削るべきです。

5321

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

その他

この事業では,「若手研
究者が自立して研究で
きる環境の整備」として
職制と研究費が着目さ
れているが,研究を支援
するサポート体制という
観点も加えてもらいた
い. ポストに任期や業
績審査を課す一方で,研
究者への支援は研究費
のみで心許ない. 研究
費の額よりも,研究をサ
ポートする技術職員・事
務職員の増員等のヒュ
ーマンリソースによる支
援等の視点の方が重要
に感じられる.大学院重
点化でポスドクは増加し
た一方,近年の定員削
減のため技術職員は減
少傾向にあり,若手研究
者に対してサポートする
技術職員の数は減少し
ていると思う.

欧米の研究所を訪問し
て強く感じることは,研究
装置の開発.維持をサポ
ートするエンジニアやテ
クニシャンの数が多く,
強力にサポートされて
いる点である.一方,我が
国では技術職員の数が
研究者に比較して少な
く,シニアスタッフの研究
支援で手一杯である. 
例えば,欧米の研究所で
あれば,研究所内のエン
ジニアに設計から製作
または外注まで委託で
きるような装置でも,我
が国では研究者自身が
設計から企業への発注
まで行うことが多い.海
外の研究者との研究に
さける時間は歴然であ
る.若手研究者の”雑
用”を減らして”時間”を
サポートすることも重要
な若手の自立支援だ思
う.

この科学研究費補助金
によって、これまで励ま
されながら、そして困難
な研究環境にいながら
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5322

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は研
究者が日本で研究を進
めるために不可欠な研
究費補助金の制度にな
っており、日本における
科学が健全に発展をし
ていくための生命線で
ある。さらに推進させて
欲しい。

も熱意をもって研究に
あったてくることができ
た人は多いと思う。分野
によってはあまり大きな
金額でないこともある
が、この補助金が現在
のように推進されること
によって、数多くの研究
者が育ち、中には世界
の研究の第一線で活躍
するにまで至ったものも
多いだろう。研究が世
界をリードでするために
は、 
研究レベルの底上げが
不可欠であり、その大き
な役割を果たしてきた
のがこの補助金であ
る。日本での研究者の
裾野をさらに広げるた
めにも、また若手研究
者が自由な発想で新た
な研究領域を開拓して
いくためにも、この補助
金制度がさらに推進さ
れることが必要である。

5323

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24106

(独）科学技
術振興機構
運営交付金
「低炭素社会
実現のため
の社会シナリ
オ研究」

このまま
推進す
べき

低炭素社会、持続的な
社会の実現は我が国の
みならず国際的な課題
であるが、これに関する
科学と技術の支援に対
して社会科学や社会計
画的な研究資金はきわ
めて乏しい。科学や技
術の成果を社会的に実
現するためには社会科
学によるサポートが不
可欠である。従って本
事業は大変重要であ
る。科学技術と社会シ
ナリオをつなぐ事業とし
て是非充実させてほし
い。

低炭素社会実現に向け
た科学や技術に対する
施策は多いが、それを
社会的に実現するため
の支援は気迫である。
そのなかにあってこの
施策は例外的に「社会
シナリオ研究」に対する
支援を目標となってい
る。科学や技術の成果
を生かすためにも、この
プロジェクトの推進を強
く推奨したい。

5324 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

次世代スパコンの研究
は、このまま推進される
べきと思います。研究
者の立場として、次世
代スパコンによってこれ
まで困難であった計算
が可能となることで、研
究の質の向上、また研
究の幅がより一層広が
ることを期待していま
す。また、一国民として
も、科学技術の発展が
近年著しいアジア諸外

次世代スパコンの開発
によって、気象予測や
製薬など様々な分野に
おけるシミュレーション
の規模や精度が大幅に
向上することは、国民生
活において大きな利益
をもたらすと思うため。
スパコン開発に力を注
ぐことは、日本の科学技
術発展への意欲を世界
へ示し、科学技術の最
先端国としての立場を
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等） 国の中で日本が科学技
術立国としての地位を
保っていくために、国の
科学技術の象徴である
このプロジェクトは是非
滞ることなく進めていっ
てほしいと思います。

維持していくのに有効
だと思うため。また、こ
のプロジェクトは、事業
仕分けを経て予算の再
検討などが行われ、プ
ロジェクトがより最適化
されていると考えられる
ため。

5325

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24106

(独）科学技
術振興機構
運営交付金
「低炭素社会
実現のため
の社会シナリ
オ研究」

このまま
推進す
べき

低炭素社会、持続的な
社会の実現は我が国の
みならず国際的な課題
であるが、これに関する
科学と技術の支援に対
して社会科学や社会計
画的な研究資金はきわ
めて乏しい。科学や技
術の成果を社会的に実
現するためには社会科
学によるサポートが不
可欠である。従って本
事業は大変重要であ
る。科学技術と社会シ
ナリオをつなぐ事業とし
て是非充実させてほし
い。

低炭素社会実現に向け
た科学や技術に対する
施策は多いが、それを
社会的に実現するため
の支援は気迫である。
そのなかにあってこの
施策は例外的に「社会
シナリオ研究」に対する
支援を目標となってい
る。科学や技術の成果
を生かすためにも、この
プロジェクトの推進を強
く推奨したい。

5326

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 運営交付金が削減さ
れる中，科学研究費補
助金は，地方大学の教
育研究を支える命綱で
あり，公平な競争のもと
拡充することは，日本が
今後も技術大国であり
続けるためには必要不
可欠である。 
 しかし，都市部の大学
と地方大学をこれまで
のように一律同じ土俵
で審査することは，必ず
しもに公平とは言い難
い．大企業と個人商店
を競争させるようなもの
であり，必然的に都市
部の大学に採択が集中
する。地域特別枠を設
けるなど，一見公平そう
に見える不公平な資金
獲得機会を是正すべき
である。 

 現在，地方大学にあっ
ては，卒業研究生すら
確保することが難しく，
大学院生に至っては，
都市部の大学が根こそ
ぎ掻っ攫っていくため，
恒常的なマンパワー不
足状態にある。外部資
金を獲得しても，研究の
担い手がいなくては，研
究成果を思うように上
げることができない。特
に，40歳代ともなると応
募できる外部資金も限
られる上，実績重視か
ら外部資金獲得も一層
厳しくなる。博士課程の
学生を含め数十人のス
タッフを抱える研究者
と，2,3人の卒研生しか
いない研究者の能力を
論文数で評価すること
に疑問を感じざる得な
い。

大学・

J-PARC の加速器施
設、特にハドロンビーム
ラインの建設は完成に
向かって、これから当施
設で展開される新しい
物理は、世界中の物理

J-PARC の加速器と実
験用のハドロンビームラ
インは、世界最先端の
性能を誇ってます。それ
を生かして行われる研
究は、日本が当分野で
世界をリードするように
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5327

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177 J-PARC
このまま
推進す
べき

研究者から熱く期待さ
れています。また一人
の大学院生として、現
在個人的に携わってい
る研究課題の実験は、
数年前から当施設で行
うことに向けて準備を進
めてきたのです。今後と
も J-PARC を推進し続
けていただきたいと思
います。

していることは確実で
す。さらに、当施設でし
か実現できない物理実
験が多々あり、そのた
めに世界各国から数多
くの研究者が施設を利
用するために日本にき
ています。学術の国際
的交流の面において
も、J-PARC は大きな
役割を果たしていると察
しています。

5328
民間
企業

40～
49歳

厚生
労働
省

25106

難病・がん等
の疾患分野
の医療の実
用化研究の
一部（難病関
連研究分野）
（仮称） 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

癌研究は25106、
25104、25102、25103、
25107、25108、を統合し
て重複するものや効果
が薄いものを除くべきで
す。 

 
財政危機なので最低限
必要なもの以外の予算
は削るべきです。

5329

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

理念は素晴らしく、推進
するべきである。しか
し、数学・数理と産業の
連携というのは世界的
に見れば、アメリカでは
ミネソタにInstitutes for 
Mathenatics and its 
Applicationsという同種
の目的で非常に成功し
ている研究所がすでに
ある。よって、平成３２
年度までセミナーの開
催を盛んに行うだけで
は、この分野における
重要な貢献を目指すと
いうあるべき本質的な
目標ためには不十分で
ある。よって、プログラ
ムの規模、目標を国際
的な観点で見直し、より
大胆なものにすべきで
ある。

上記を参考されたし

5330

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル 
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

我が国の国際競争力を
再確立するためには、
博士課程学生、若手研
究者等の人材を、世界
的なレベルの研究者と
渡り合え、海外のポスト
を獲得できるような人材
へと育て上げることが
必要である。グローバ
ルCOEプログラムは、そ
うした目的にかなう、我
が国では数少ない重要
な施策であり、実際に
も、海外で国際公募に
勝ち抜いて研究リーダ

バブル崩壊後、我が国
の国際競争力は低下の
一途をたどりつつある。
状況を解決するには、
科学技術の競争力を大
きく高めなければならな
いが、近年は、科学研
究の分野でも、中国、韓
国等の追い上げにあ
い、量的には抜かれつ
つある。中国、韓国は、
国を挙げて大学に資金
を集中し、強力にバック
アップしているのも一因
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ーとなる若手も出てい
る。また、国内大学に海
外から優秀な若手研究
者が集まりつつある。本
プログラムは、是非とも
推進しなければならな
い。

である。我が国では、そ
うした目的の施策とし
て、グローバルCOEプロ
グラムが重要である。
同プログラムを強化推
進することが、極めて重
要である。

5331
民間
企業

40～
49歳

厚生
労働
省

25108

難病・がん等
の疾患分野
の医療の実
用化研究の
一部（肝炎関
連研究分野）
（仮称

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

癌研究は25106、
25104、25102、25103、
25107、25108、を統合し
て重複するものや効果
が薄いものを除くべきで
す。 

 
財政危機なので最低限
必要なもの以外の予算
は削るべきです。 
範囲が広いのに、具体
的な内容がわかりませ
ん。 
こういうもの優先度を下
げることで、 
わかりやすい資料がで
てくるようにすべきで
す。

5332

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

近年学問のみならず、
社会は急速に多様化し
てきている。一方、我々
が日常生活を送る上で
は案外気づかないが、
数学、数理科学は自然
科学、社会科学、工学
等の基盤となっている。
そこで、多様化している
諸分野を取りまとめる
言語として数学、数理
科学を活用する本施策
は大変意義深いもので
あると思われる。 
また、数学、数理科学
研究は研究費が掛から
ないものとみなされがち
であるが、研究者という
“実験装置”が多数必要
である学問であり、他の
学問以上に研究者を増
やすという政策が重要
だと思われる。

数学、数理科学は英語
などの語学以上に普遍
的な共通言語であり、
各分野で独立に行われ
ていることを数学の言
葉に翻訳すると、統一
的で深い理論に集約さ
れることがしばしばあ
る。例えば、ウェーブレ
ット解析がその一例で
あろう。これは時系列解
析、画像圧縮、(地球内
部の)資源探査の分野
で独立に行われてきた
類似の解析法が、数学
の言語によって統一的
にあらわされて発展し、
例えば、JPEG2000の画
像圧縮規格にもウェー
ブレット解析が用いられ
ている。本施策を行うこ
とにより、ウェーブレット
解析の様に数学、数理
科学を中心とした各分
野の統一が加速され、
社会へ大きな寄与をも
たらすことは間違いな
い。

5333
民間
企業

40～
49歳

厚生
労働
省

25107
難病・がん等
の疾患分野
の医療の実
用化研究の
一部（精神関
連研究分野）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

癌研究は25106、
25104、25102、25103、
25107、25108、を統合し
て重複するものや効果
が薄いものを除くべきで
す。 

 
財政危機なので最低限
必要なもの以外の予算
は削るべきです。 
範囲が広いのに、具体
的な内容がわかりませ
ん。 
こういうもの優先度を下
げることで、 
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（仮称） わかりやすい資料がで
てくるようにすべきで
す。

5334
民間
企業

40～
49歳

厚生
労働
省

25103

難病・がん等
の疾患分野
の医療の実
用化研究の
一部（臨床研
究関連研究
分野）（仮称

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

癌研究は25106、
25104、25102、25103、
25107、25108、を統合し
て重複するものや効果
が薄いものを除くべきで
す。 

 
財政危機なので最低限
必要なもの以外の予算
は削るべきです。 
範囲が広いのに、具体
的な内容がわかりませ
ん。 
こういうもの優先度を下
げることで、 
わかりやすい資料がで
てくるようにすべきで
す。

5335
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

日本が先頭を切って省
エネルギーを進め，か
つ経済の発展との両立
できるのが照明の技術
革新と感じていますの
で，このテーマは国の
主導で進めるべきだと
思います。でなければ，
中国に負けます。 
性能があまりよくない
LEDは，すでに中国製
ばかりのようですので，
高性能なLEDや，新しい
有機ELでは，負けるわ
けにはいかないのでは
ないでしょうか。

夜に飛行機から日本を
上空から見ると，明かり
の多さに驚かされます。
でも地上ではそれが当
たり前に感じます。だか
ら明かりは，電気製品
の中で，一番なくてはな
らない身近な存在で，
減らすことはできないで
す。その代わり照明器
具の省エネをより進め
ることが大切です。 
また，今までの照明器
具に取って代わって新
しい光源が普及すると
言うことは，経済成長を
意味しています。この成
長分野を是非進めるべ
きだと思います。 
それに，新しい光源で
いろんなデザインの可
能性がある有機ELには
夢があり，新たな文化を
作り出せるのではない
でしょうか。

5336

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

推進す
べきでは
ない

若手研究者が希望を持
って研究できる環境が
十分に整備されていな
いことやテニュアトラック
制が多様なキャリアパ
スをつくることは確かだ
が，予算額に対して新
規に採用する人数が少
な過ぎる．

若手研究者が多様なキ
ャリアパスでかつ希望
を持って研究を行って
いくためには，テニュア
トラックでなくても任期
付のポスト，例えば特
別奨励研究員などで採
用人数をより増やすこと
の方が重要と考える．

5337
民間
企業

40～
49歳

厚生
労働

25102 難病・がん等
の疾患分野
の医療の実
用化研究の

改善・見
直しをし
た上で推

癌研究は25106、
25104、25102、25103、
25107、25108、を統合し
て重複するものや効果

 
財政危機なので最低限
必要なもの以外の予算
は削るべきです。 
範囲が広いのに、具体
的な内容がわかりませ
ん。 
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省 一部（再生医
療関連研究
分野）（仮

進すべき が薄いものを除くべきで
す。 

こういうもの優先度を下
げることで、 
わかりやすい資料がで
てくるようにすべきで
す。

5338

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、我が国科学技
術推進の根幹となる極
めて厳選された大学院
博士課程の学生に対
し、RA等の金銭的補助
などを提供することによ
り教育・研究に専念せし
める体制を構築するも
ので、現に私もRAに採
用させていただいてい
るおかげで勉学と研究
に専念できる環境にあ
る。また、海外での発表
等の機会も与えられ非
常に貴重な経験となっ
ている。これを継続して
実施することは我が国
科学技術を世界の最高
水準とし世界をリードす
るために絶対に必要で
ある。 

我が国の活力を維持し
発展させるためにはとり
わけ理工系の大学院博
士課程における教育・
研究を充実させて科学
技術を振興する以外に
道はない。私共のような
博士課程学生に後顧の
憂いなく教育・研究に専
念させることができる
RA制度は、GCOE事業
のもとで多数の大学院
学生を育ててきており、
これらの学生が若手研
究者とて我が国科学技
術の発展を支える段階
に入っている。これをさ
らに拡充することこそ我
が国科学技術レベル維
持の鍵である。 

5339

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

宇宙分野の研究開発で
は、探査機・望遠鏡こそ
が最大のツールです。
しかし、膨大な予算を必
要とするため、現在は
一国だけでの開発推進
は困難です。そこで、多
国籍で施設建設を目指
すのが現在、主流と言
えます。そうした中で、
本プロジェクトは赤外線
分野の研究に一石を投
じ得るほどの一大プロ
ジェクトであり、それだ
けの価値を生み出せる
プロジェクトです。日本
がその一員を担ってい
ることの意味は非常に
大きいです。

太陽系以外の惑星探査
では、最近打ち上げら
れた米国のKepler宇宙
望遠鏡、フランスの
CoRoT宇宙望遠鏡が新
しい惑星の発見と言う
顕著な成果を上げてい
ます。すなわち、最新＋
最高性能の探査機や望
遠鏡を有することが圧
倒的に有利であり、研
究成果に直結します。
その中で世界最高性能
を実現するALMA計画
は、惑星や銀河の新し
い姿を明らかに出来ま
す。その計画に日本が
参加するすることは、科
学的成果をはっきりと見
据える意義ある選択で
あると言える筈です。本
計画の継続・推進を強く
願います。

民間 40～ 厚生

難病・がん等
の疾患分野
の医療の実

改善・見
直しをし

癌研究は25106、
25104、25102、25103、
25107、25108、を統合し

 
財政危機なので最低限
必要なもの以外の予算
は削るべきです。 
範囲が広いのに、具体
的な内容がわかりませ
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5340

企業 49歳 労働
省

25104

用化研究の
一部（がん関
連研究分野）
（仮称）

た上で推
進すべき

て重複するものや効果
が薄いものを除くべきで
す。 

ん。 
こういうもの優先度を下
げることで、 
わかりやすい資料がで
てくるようにすべきで
す。

5341

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー計
画での研究によって、
宇宙の元素組成のメカ
ニズムが解明されること
は、物理学における重
要課題の一つであると
思います。世界におけ
る同様の施設よりも一
つでも多くの成果が挙
げられることを期待して
います。

世界におけるRIビーム
ファクトリー計画が果た
している役割は大きく、
多くの国際的な共同研
究も行われています。
日本が世界の原子核物
理学をリードしていくた
めには、十分な運転経
費が必要であり、一つ
でも多くの実験が行わ
れることを望みます。 

5342

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27103

日米エネル
ギー環境技
術研究・標準
化協力事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

(我田引水で恐縮だが)
環境技術や更新可能エ
ネルギー技術、エネル
ギー需要の評価などの
ため、地球環境に関す
る観測・予測データの国
際的共有は急務であ
り、そのための標準化
が必要である。文部科
学省の気候変動適応戦
略イニシアチブ(24102)
に含まれている地球環
境情報統融合プログラ
ムの中で国際標準化機
構の地理情報関係の標
準と関連させた標準化
が進められているが、も
っと広範囲の実際のデ
ータを扱う経験を積みな
がら標準を改良していく
必要があるので、経済
産業省にもぜひ文部科
学省等と連携して取り
組んでいただきたい。

具体的な例をあげると、
アメリカ合衆国でいわゆ
る地球温暖化予測デー
タのアーカイブシステム
を開発し世界へのデー
タ提供サービスを行な
っているのは
Department of Energy
傘下の研究所群が中心
である。彼らのデータア
ーカイブシステムはしだ
いに精緻になっており、
気候変動研究者だけの
チームでは対応困難に
なっている。情報システ
ムの標準化と実装の両
方がわかった専門家
に、気候変動・気候影
響評価・更新可能エネ
ルギー資源などの応用
研究者の需要も理解し
つつかかわっていただく
必要がある。 

大学・
公的
研究 文部 我が国の宇 このまま

我が国の宇宙開発技術
が、世界トップクラスに
あることは、近年、だい
ち、いぶき、はやぶさ、
ＨＴＶなどで実証されて
いるが、平和利用目的
のみで、宇宙開発技術
がトップクラスにあるこ
とは、世界を見渡しても
類を見ない。ソフトパワ

戦後日本のあり方とし
て、（特にアジア諸国に
対して）ハードパワーを
前面に出さない、出せ
ない中、アジアのリーダ
ーたる魅力とは何かを、
十分に考えた上で、パ
ッケージ輸出戦略を推
進する必要がある。か
つて、エコノミックアニマ
ルと揶揄されたことも十
分に反省して、輸出に
取り組む必要がある。
我が国の宇宙技術につ
いては、ソフトパワーと
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5343

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24169

宙技術の世
界展開

推進す
べき

ーを標榜する我が国の
強みであり、科学技術
立国としての象徴とも言
える。 
既に、このソフトパワー
を発揮して、アジア諸国
との連携も開始されて
いるが、今後、オールＪ
ＡＰＡＮの政策として、こ
の強みを活かした外交・
インフラ輸出に発展させ
て取り組むべきである。

しての魅力、尊敬される
歴史と実績があり、単な
るハードウェアの機能
性能だけでなく、アジア
と一体となった成長を目
指す取り組みの下地が
ある。 欧州が行ってい
る、水道事業の輸出な
どでは、水コンサルやプ
ライベートセクターの介
入があり、アジア諸国の
貧困の改善、脆弱性の
克服につながっていな
いケースがあることを反
面教師として見ておくべ
き。

5344
その
他

40～
49歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

ユニバーサルコミュニケ
ーション技術関連の研
究開発は、日本語とい
う国際的にはマイナーと
いわざるを得ない言語
を母国語に持つ我が国
が、国際競争力の維
持・強化を図る上で大
変重要な事項である。

経済のグローバル化が
進展する中で、様々な
情報の発信や伝達は、
事実上の世界標準言語
といえる英語をベースと
して行われている現状
において、我が国は、
情報の発信や収集を翻
訳という負荷を負いな
がら行うことになる。ま
た、例えば、アジア圏で
の経済共同体構想を実
現する事を考える場合
であっても、多言語間で
の円滑なコミュニケーシ
ョンの実現が不可欠で
ある。これらの言語障
壁ともいうべき課題を低
コストでクリアするため
の自動翻訳の研究開発
は、極めて重要であり、
国が積極的に資力を投
ずるべきである。

5345

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手研究者が自分で研
究機関・研究テーマを
選択することのできる 
制度は非常に重要であ
り推進すべきであると考
える。 
しかしながら、既存の特
別研究員との区別が曖
昧である。 
明確な差別化を行うべ
き。

常勤職に就いていない
若手研究者は、 
人事公募の有無により
研究内容の変更を 
余儀なくされる。 
自由な発想を持つ研究
者を育成する観点から 
非常に重要な制度であ
る。

大学の高度化と若手研
究者の育成は、科学立
国を目指す我が国にと
って、最も重要な知的
基盤の一つである。こ
れまで我が国は、軍事
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5346

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

世界と伍する競争力を
有する大学づくりのた
め、様々な分野におい
て、国際的に第１級の
力量を持つ研究者等を
育成することを目的とし
て、大学院（博士課程
（後期））専攻等を対象
に、国際的に卓越した
教育研究拠点を形成す
る取組を支援する事業
である。研究人材の確
保のためにドイツ、フラ
ンス、中国、韓国などが
同様のプログラムを実
施しており、世界に伍し
て日本の科学力を発展
させるために不可欠な
事業であり、強い支援
が必要である。

費を制限しそこで得られ
た余剰財源を大学での
基礎科学と長期的な視
野にたった基盤的研究
を支援してきた。このよ
うな基盤的な研究は、
国際競争にあって、さら
に重要性を増している。
多くの基盤的な研究の
多くは大学等で行われ
ており、その過程で多く
に優秀な若手研究者を
生み出してきた。現在こ
の若手育成と大学にお
ける息の長い研究を支
援するために、このグロ
ーバルＣＯＥが導入され
た。同様の拠点形成は
中国、韓国とともにドイ
ツ、フランスなどＥＵ内
部でも実施されている。
これらの科学力におい
て、我が国の大学が世
界における研究の一極
として世界に成果を発
信するために不可欠な
施策である。このように
大学の研究力・教育力
の改善に不可欠のこの
ＧＣＯＥプログラムは、
大学院教育の改善に不
可欠な課題であり、強
い支援をお願いしたい。

5347
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域イノベーションクラ
スタープログラムは、地
域のイノベーション創出
と地域産業活性化に非
常に重要な事業であ
り、すでに事業化、知的
財産、人材育成などの
面で様々な成果が現れ
始めている。この流れを
停滞させることなく、さら
に、研究開発から事業
化へつなげる取り組み
を加速させるべく、十分
な予算の確保をお願い
したい。

地域イノベーションクラ
スタープログラムは、地
域の高等研究機関の技
術シーズを事業化につ
なげるクラスター形成を
支援する事業であり、
昨年の事業仕分けで
「廃止」の判定を受けな
がら、他事業との統合
整理が図られ、継続さ
れることとされたことか
らも事業の必要性は明
確であり、事業スキー
ムも適切に改良されて
いる。「廃止」判定とされ
た際に、各地域から事
業継続の強い要望が出
されたことからも明らか
なように、地域の科学
技術振興、地域のイノ
ベーション創出と産業
活性化に極めて重要な
施策であり、地域の期

49



待も大きい。地域の産
学官連携による新事業
創出を先導するプロジ
ェクトとして定着してお
り、実際、地域の特色を
活かした研究機能、産
業集積（クラスター）形
成が図られつつある。

5348
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27158

クリーンコー
ル技術開発
（革新的ＣＯ
２回収型石
炭ガス化技
術開発）

推進す
べきでは
ない

 
27143などの自然エネ
ルギー以外の研究をや
めて、自然エネルギー
研究(鉄鋼なら電炉)に
集中すべき。 
CO2削減のため石油資
源を効率利用するより
太陽電池と風力に全資
力を集中するべき。 
二酸化炭素回収・貯留
（ＣＣＳ）技術は大地震
などで失敗したときのリ
スクが 
高いので他の手段があ
るのならそちらにリソー
スを集中すべき。 

 
27167,27143があるので
必要ありません。 
財政危機なので極力必
要なもの以外の予算は
削るべきです。 
2050年では遅すぎま
す。 
範囲が広いのに、具体
的な内容がわかりませ
ん。 
こういうもの優先度を下
げることで、 
わかりやすい資料がで
てくるようにすべきで
す。

5349

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

我が国の国際社会にお
ける貢献は学術交流の
進展が支えている。こ
の間国際交流に関する
資金は増額してきた
が、とりわけ社会科学と
人文科学における国際
交流は我が国文化と社
会の国際化のために重
要である。そのため本
事業の充実・推進と共
に、社会科学と人文科
学の領域での国際交流
事業の支援を要望した
い。

我が国が国際化で認知
されるために学術交流
は大変重要である。とり
わけ我が国の研究者と
学生が外国人と目線を
合わせて交流し、我が
国の社会や文化に関す
る研究・教育が海外と
交流することは国際社
会における日本の国際
理解の強化につなが
る。本事業はそのような
多角的な学術の国際交
流支援を目指すもので
あるが、さらに額が増大
され強化される必要が
ある。

5350

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

このプロジェクトを推進
していくことに賛成で
す。 
現状で研究職の中での
女性の割合は非常に少
ないです。 
出産など女性特有の問
題によって仕事上の不
利が生じないように、ま
たそういった背景の中
での男女の雇用機会均
等のために、このプロジ
ェクトが今後発展してい
くことを女性研究者とし

妊娠や出産などの問題
は、本来は夫婦双方の
問題であるにも関わら
ず、女性に対する社会
的な負担が圧倒的に大
きくなってしまっている。
各研究機関の努力だけ
ではこの問題を改善す
るのは困難であり、政
府の助力によって出産
後再就職の支援などを
積極的に行っていく必
要があると思う。
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て切に願います。

5351
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27145

鉄鋼材料の
革新的高強
度・高機能化
基盤研究開
発

推進す
べきでは
ない

 
鉄鋼よりも炭素繊維の
技術開発を急ぐべきで
す。 
27143などの自然エネ
ルギー以外の研究をや
めて、自然エネルギー
研究(鉄鋼なら電炉)に
集中すべき。 
CO2削減のため石油資
源を効率利用するより
太陽電池と風力に全資
力を集中するべき。 
他の手段があるのなら
そちらにリソースを集中
すべき。 
財政危機なので極力必
要なもの以外の予算は
削るべきです。 
2050年では遅すぎま
す。

二酸化炭素回収・貯留
（ＣＣＳ）技術は大地震
などで失敗したときのリ
スクが 
高い。

5352

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

若手研究者育成の観点
から、 
研究者が自分の研究テ
ーマを 
持つことのできる制度
は重要である。 
特別奨励研究員事業と
の差別化は図るべきと
考える。

若手研究者は、たまた
まタイミングのあった人
事公募の有無により 
研究テーマの選択肢が
限られてしまうことがあ
る。 
自分自身の研究テーマ
を持つことのできるこの
制度は 
若手研究者育成の観点
から重要である。

5353
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27106
メタンハイド
レート開発促
進事業

推進す
べきでは
ない

 
温暖化対策に逆行する
ので、開発関連はストッ
プすべき。 
ただ、災害時や温暖化
による海面変動による
対策研究はすべき。 

温暖化対策に逆行する
ので、開発関連はストッ
プすべき。

5354

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

中国、韓国に抜かれつ
つある我が国の国際競
争力を復活させるに
は、博士レベルの指導
的人材を育成すること
が急務である。欧米に
比べて視野が狭いと言
われることのある我が
国の博士課程強化のた
めには、俯瞰的視野と
深い専門性の両方に秀
でた人材育成が重要で
あり、その意味で本制
度は極めて重要。 
一方で、昨今の就職危
機を考えると、そうした

欧米の自然科学系大学
院では、日本の修士課
程に相当する段階から
経済的支援が完備し、
親から独立して大学院
に進むことが可能にな
っている。このことが、
高度の知識、広い視野
を持つ人材が増加する
理由の一つである。新
施策に置いても、新た
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設試
等）

潜在能力を持つ学生が
修士修了とともに就職し
てしまう傾向が強くなっ
ている。こうした人材に
さらに広い視野と専門
性を獲得するインセンテ
ィブが必要であり、その
ためには、修士課程（博
士前期課程）からの一
貫したプログラムとする
べきである。

なプログラムに進む学
生には、博士課程に進
学することを前提に、修
士課程からの経済支援
をセットすることが必要
である。

5355

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

大強度陽子加速器施設
の能力は世界最高レベ
ルにある。潜在能力を
最大限に引き出す高度
な利用技術及び人材を
育成するためにも、基
礎物理学上の新発見に
注力することが肝要で
ある。比較的小規模な
追加措置で大きな成果
が期待できる例として、
超冷及び極冷中性子を
用いた研究の推進を勧
める。また、物質研究や
産業応用などの実利的
な応用技術の高度化が
自然に生み出されるよ
う、組織論の壁を乗り越
えられる施策を推進す
べきである。

基礎物理学上の新発見
のような長期的普遍性
を持つ研究活動は、次
世代の優秀な人材を育
む上で必須の要件であ
る。最先端研究に必要
な高度な新技術が、物
質研究や産業応用など
の実利的な応用技術の
高度化を生むことは、こ
れまでの研究の進展が
証明しており、自然に科
学技術力及び産業技術
が底上げされる。短期
的な成果のみを追求し
すぎると、戦略性を重ん
じる冷静な専門家を失
うこととなり、長期的な
損失となると考えられ
る。

5356

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究活動
を支える重要な競争的
資金であり、予算規模
を拡充すべきである。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保 
が必要。 
○ 基礎研究を行う研究
者が応募できるもので、
研究者が応募しやすい
研究資金である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若手研究者にとっ
て重要な競争的資 
金であり、大幅な拡充
は必要である。

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、多くの研
究者を支援する必要が
ある。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

 
27143などの自然エネ
ルギー以外の研究をや
めて、自然エネルギー
研究(鉄鋼なら電炉)に
集中すべき。 
CO2削減のため石油資 財政危機なので極力必
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5357
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27143

環境調和型
製鉄プロセス
技術開発開
発促進事業

推進す
べきでは
ない

源を効率利用するより
太陽電池と風力に全資
力を集中するべき。 
二酸化炭素回収・貯留
（ＣＣＳ）技術は大地震
などで失敗したときのリ
スクが 
高いので他の手段があ
るのならそちらにリソー
スを集中すべき。 

要なもの以外の予算は
削るべきです。 
2050年では遅すぎま
す。

5358
民間
企業

20～
29歳

総務
省

20106
準天頂衛星
システムの研
究開発

このまま
推進す
べき

GPS依存から脱却すべ
く研究を推進させるべき
です。

他国の衛星に依存して
いる現在のGPS測位
は、必ずしも日本に適し
たものではないと聞きま
した。 
有事の際にどうなるか
わかりませんし、より精
密な測位ができること
で、応用してできること
は増えてくると思いま
す。 
準天頂衛星を１基だけ
打ち上げたところで何に
なりましょう。 
日本上空を終日カバー
できるよう、準天頂衛星
システムの研究開発を
推進すべきだと考えま
す。

5359

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27025

次世代エネ
ルギー・社会
システム実証
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

再生可能エネルギーの
賦存量も、エネルギー
需要も、天気などの自
然環境の変動によって
時空間的に複雑に変動
する。再生可能エネル
ギーに頼る社会には、
地球環境に関する観
測・予測情報(気候変化
シナリオを含む)が重要
である。それは本事業
だけで取得しきれるもの
ではないので、他事業
との情報の共有が必要
である。たとえば、文部
科学省の気候変動適応
戦略イニシアチブ
(24102)に含まれている
地球環境情報統融合プ
ログラムの間の双方向
の連携を考えていただ
きたい。 

太陽光は夜には届か
ず、季節変化も大きい。
風力も日々の天気によ
る違いが大きく、日変
化・季節変化もある。エ
ネルギーを空間的に共
有するだけでは需要供
給のつりあいをとること
は不可能であり、エネ
ルギーを蓄えることおよ
び時の融通がきく需要
の時を供給に合わせる
ことによって時間的な需
要供給のギャップを減ら
すことが必要である。そ
こには予測の要素もは
いってくる。環境変化も
需要の変化も厳密な予
測は不可能だが、事例
に学ぶことによって、確
率的予測の能力を高
め、安全性を高めること
ができると期待する。

民間 50～ 文部 免疫・アレル このまま 免疫・アレルギーの研

子供がアトピー性皮膚
炎、喘息で苦しんでいま
す。 
夜中も体が痒いため、
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5360

企業 59歳 科学
省

24125

ギー科学総
合研究事業

推進す
べき

究をもっと進めて頂きた
い

熟睡できないようです。
治らないまでも、なんと
か軽減してやりたいと願
っています。 

5361
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27167
二酸化炭素
削減技術実
証試験事業

推進す
べきでは
ない

 
27167などの自然エネ
ルギー以外の研究をや
めて、自然エネルギー
研究に集中すべき。 
CO2削減のため石油資
源を効率利用するより
太陽電池と風力に全資
力を集中するべき。 

財政危機なので極力必
要なもの以外の予算は
削るべきです。 
2050年では遅すぎま
す。 
二酸化炭素回収・貯留
（ＣＣＳ）技術は大地震
などで失敗したときのリ
スクが 
高いので他の手段があ
るのならそちらにリソー
スを集中すべき。

5362

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24146
私立大学等
研究設備等
整備費補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

私立大学の研究環境を
上げるのは全体のレベ
ルを上げるために大い
に必要であるので、推
進すべきである。一方
で、目標や目的に具体
性が欠けている。そこで
たとえば、本年度に学
術会議て提案された
「包括的学術誌コンソー
シアム」設立のための
資金を上乗せしたらよ
いのではないだろか。
私立の大学では、重要
な学術誌へのアクセス
が研究をすすめる上で
の大きな問題になって
いると聞いている。

上記を参照されたし

5363

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

この加速器による研究
は、日本国内だけでなく 
世界中の研究者によっ
て推進されており、 
若手研究者の育成にも
有効である。 
先端の研究を継続的に
推進することにより 
長期的な観点からも日
本のみならず 
基礎科学の発展に寄与
する。 

研究の継続性こそが、
長期的な科学の発展に
重要である。 

5364
その
他

30～
39歳

文部
科学

24169
我か?国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ

改善・見
直しをし
た上で推

いわゆるマスプロダクシ
ョン的産業が新興国に
負け続けて久しい現
在、最先端産業と最先
端科学である宇宙関連
に今以上に予算を付け
官民一体となり、他が

宇宙産業はその成果と
は反比例するように縮
小の一途にあり、現在
は5000人産業といわれ
ています。宇宙科学分
野も宇宙産業が無くて
は立ちゆきません。自
前で開発できないようで
は最先端は走れないの
です。すぐにリターンが
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省 トにし た新た
な海外展開
戦略- 【特別
枠該当施策】

進すべき 真似できない、日本に
頼まなくては実現困難
であると他国に知らしめ
るまで育成する必要が
ある。

こない分野だからこそこ
こは国が予算を大い付
けサポートすべきです。
はやぶさが証明したよう
に、宇宙関連予算はけ
っして無駄では無くむし
ろ増額してもっと振興を
はかるべきです。

5365

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

ＷＰＩの研究拠点の一つ
であるＩＰＭＵの関係者
です。この研究所がで
きたことによって、我々
の分野に日本で初めて
本当の意味で国際的な
研究所ができました。単
に日本で研究をする外
国人研究者の数が増え
ただけではなく、ＩＰＭＵ
に来たいと言って日本
に滞在する外国人ビジ
ターも増え、その影響
で、これまで日本語で
行われてきた研究会が
英語化されたり、日本
人だけで構成されてい
た研究組織の英語化が
議論されたり、少しずつ
日本全体に大きな変革
がもたらされ始めていま
す。このプログラムは是
非ともこのまま継続をし
て頂きたいと思います。

日本の国際化のために
大変大きな役割を果た
しつつあるこのプログラ
ムを是非とも推進して
頂きたいと思います。ＩＰ
ＭＵに移るために海外
のポジションを辞めて来
た研究者もいます。ここ
でこのプログラムを廃止
したりしたら、日本の信
用は地に落ちてしまい
ます。そんなことになっ
たら、もう二度と日本の
研究職に就きたいと思
う外国人研究者はいな
くなるのではないでしょ
うか。また、もちろん、国
際化が目的で外国人が
研究者を増やしたという
わけではなく、世界中か
ら優秀な研究者が研究
員やスタッフに応募した
結果として外国人が増
えたのです。その結果と
して、世界に認知される
大変質の高い研究が生
まれつつあります。この
ように急成長をしている
研究機構は是非とも推
進すべきと考えます。

5366

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

最先端研究のうちかな
りの割合のものが、国
際的な共同研究として、
あるいは国際的な研究
者の交流をきっかけに
進められている。この学
術国際交流事業は、国
際的な研究者の交流を
活性化し、新しい研究を
生み出したり進めていく
上で非常に重要な役目
を果たしている。このま
ま推進すべきである。

それまであまり交流が
なかった外国の研究者
と交流して新たな研究
テーマを発掘したり、新
たな共同研究をスタート
したりすることは、この
学術国際交流事業がな
ければ、なかなか難し
い。学術国際交流事業
がカバーしている研究
者の派遣、招聘、拠点
形成のおかげで、こうし
た国際的な研究がはぐ
くまれている。また、国
際親善にも大きな役割
を果たしており、この事
業によって培われた個
人ベースあるいはグル
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ープ間での研究者間の
つきあいは、将来の日
本にとって大きな財産と
なる。 

5367

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24147

私立学校教
育研究装置
等施設整備
費補助

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

私立大学の研究装置や
施設を整備するのは全
体の研究環境を維持す
るために大いに必要で
あるので、大いに推進
すべきである。一方で
個別ヒアリング資料に
は、目標や目的に具体
性が欠けている。

上記を参照されたし

5368

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

さらなる拡充が必要で
ある。科学研究が大型
化する中で、施設整備
以外の実際の研究活動
を支える重要な資金で
あり、極めて優先度が
高い。

大学や公的研究機関の
運営交付金が一律削減
される現状が変更され
ない限り、科研費の削
減は研究活動の停止に
つながり、国家的な科
学技術力全般の低下を
招く。

5369

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

短期的な観点から経済
的な利益がわかりにく
い 
基礎科学を研究をすす
めるにあたり、 
当事業は非常に重要で
ある。 
日本の基礎科学研究は
すでに世界最高水準レ
ベルであるが、 
さらにこのレベルを維持
し続けることが 
日本の発展に寄与す
る。 

基礎科学の発展は新た
な技術革新の苗床でも
あり 
長期的な観点において
産業や経済面に大きく
波及効果を創出する。

5370

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
ＲＩビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBF計画は、J-PARC
やKEKB高度化などとと
もに、先端加速器によ
る基礎科学事業の根幹
として、おおいに推進す
べきである。

これらの加速器は世界
最高の性能をもち、世
界の研究者から待望さ
れていたものである。こ
れらの計画を一層推進
することで、日本が当分
野で世界を確実にリー
ドできる。日本がこれら
の基礎科学で世界最高
水準を維持することは、
国民の教育、文化レベ
ルと活力を高め、技術
革新や産業の創出につ
ながり、長期的な日本
の発展に寄与する。さら
に言えば世界最高の施
設で研究を行うことは基
礎科学の若手研究者育
成にとってきわめて有
効である。
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5371

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

日本の基礎科学を支え
る若手研究者を支援す
る本施策は、是非継続
して推進していただきた
いです。

本国の科学技術とくに
基礎研究は非常に高い
レベルにあります。しか
しながら経済的な事情
で最前線の現場から離
れていく方が多数おら
れます。基礎科学は営
利事業に直接結びつき
にくく、不安定な生活を
想像し研究者になること
に二の足を踏む方も多
くいます。これは非常に
もったいないことで、少
なくとも一般的な企業程
度の経済的な保証を提
供するするべきだと思
います。日本がこれら
の基礎科学で世界最高
水準を維持することは、
長期的な日本の発展に
寄与すると思います。 

5372

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学の充実は、科学技
術レベルの維持及び高
度化の最低条件であ
る。先端的な大型研究
施設を利用する人材を
育成し、世界をリードす
る研究を支えるために
は、大学学部及び大学
院の中に、充分な関連
施設が配備される必要
がある。帝大系大学の
ような拠点大学におけ
る施設整備を優先し、
新規人材が急激に減少
する傾向にある物理学
のような基礎研究能力
を早急に高める必要が
ある。

基礎科学研究能力は、
充実するために長い時
間がかかる。実利的な
社会還元を生むために
は、基礎科学における
研究レベルを高く維持
する必要があるため、
長期戦略として基礎科
学、特に基礎物理学の
研究を推進する必要が
ある。

5373

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

KEKB高度化は、J-
PARCやRIBFの推進な
どとともに、先端加速器
による基礎科学研究の
根幹として、おおいに推
進してほしい。

これらの加速器は世界
最高の性能をもち、世
界の研究者から待望さ
れていたものである。こ
れらの加速器計画を一
層推進することで、日本
が当分野で世界を確実
にリードできる。日本が
これらの基礎科学で世
界最高水準を維持する
ことは、国民の教育、文
化レベルと活力を高
め、技術革新や産業の
創出につながり、長期
的な日本の発展に寄与
する。さらには、世界最
高の施設で研究を行う
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ことは基礎科学の若手
研究者育成にとってき
わめて有効である。

5374

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学の研究環境の充実
は、 
特に若手研究者や大学
院学生の育成に重要で
ある。 
このことは、長期的な日
本の研究や技術力の発
展に寄与する。 

高度な研究教育を受け
た人材が、社会に広が
ることにより 
日本全体の教育、文化
レベルが発展すること
ができる。

5375

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

大型放射光施設
（SPring-8）はJ-PARC
やRIBFの推進などとと
もに、先端加速器によ
る基礎科学研究の根幹
として、おおいに推進し
てほしい

これらの加速器は世界
最高の性能をもち、世
界の研究者から待望さ
れて 
いたものである。これら
の加速器計画を一層推
進することで、日本が 
当分野で世界を確実に
リードできる。日本がこ
れらの基礎科学で世界
最高水準を維持するこ
とは、国民の教育、文
化レベルと活力を高
め、 
技術革新や産業の創出
につながり、長期的な
日本の発展に寄与す
る。 
さらには、世界最高の
施設で研究を行うことは
基礎科学の若手研究者
育成にとってきわめて
有効である。

5376

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

若手研究者を海外へ派
遣して育てることは、こ
れまで日本の研究者が
かならずしも意識的に
やってこなかったことで
あり、この施策によって
国際的感覚をもち世界
的な研究に挑戦できる
若手が育つことは間違
いがない。頭脳循環を
可能とする素晴しい施
策であり、積極的に推
進すべきである。 

博士の学位をとった若
手研究者は、最近では
国内のポスドクに就き、
自ら海外に出て経験を
つむような意欲をもつ人
が激減している。そのた
め、若手の多くは、英語
力や国際会議での議論
の能力、国際的な共同
研究をすることになった
ときの対応力などで、き
わめて心配な状況とな
ってしまった。今は国内
で素晴しい研究が行え
ても、このままでは将来
的には発展が限られる
であろう。これは、こうし
た心配をしていた私にと
って願ってもない素晴し
いアイデアの施策であ
る。予算的に厳しい折
であるが、ぜひとも進め
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てほしい。

5377
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

今や国民病といわれる
花粉症のワクチンを一
刻も早く開発して欲し
い。

毎年花粉症でつらい思
いをして困ります。気象
情報でも花粉飛散量が
毎日知らされるほど全
国的な問題なのに、有
効的な予防治療法があ
りません。免疫・アレル
ギーセンターでは、花粉
症のワクチンの研究・開
発を進めていると聞い
た事があります。今後も
よりいっそうの研究を推
進して、ワクチンの開発
を実現して欲しいと思い
ます。

5378

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究基盤構築
に果たしてきた役割は
非常に大きい．また，あ
らゆる分野に，さまざま
な種目で，研究者ある
いは研究内容の段階
別，レベル別に申請で
きるようにきめ細かく種
目や分野の設定がなさ
れてきた優れた研究力
強化の施策である．審
査体制も確立されてき
ており，これまでの若手
研究者，若手教員を育
成してきたという役割と
実績に鑑みて，「若手研
究」や「萌芽的研究」を，
またある程度の研究レ
ベルを確立した中堅教
員に継続的な研究レベ
ルアップを促すために
「基盤研究B」の採択件
数を増やし，特に採択
率を上げるべきである．

科学研究費の審査体制
は，以前には学会との
連携も図られて，専門
家の意見を広く取り入
れ，公正に行われる体
制が整っている．たとえ
学会における重要な役
職者を集めても，ごく少
数の審査員による非常
に短期の審査で大きな
予算申請を審査した場
合には，必ずしも科学
技術分野の全てを広く
深く理解して判断する
審査体制にはならず，
その審査結果に学会の
多くの専門家が疑問を
呈する結果を生む場合
もある．科学研究費の
審査体制は，広く深く学
術分野をカバーして，段
階を経て公正に審査す
る体制が確立されてお
り，またこの制度によっ
て学術の発展とともに，
研究者，大学の若手教
員が育成されてきたと
いう，大きな役割があ
る．

5379
その
他

50～
59歳

環境
省

29106
地球温暖化
対策技術開
発等事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

CO2を排出せず、放射
性物質等の有害廃棄物
も極微量である低エネ
ルギー核反応(LENR)の
研究推進のため、凝集
体核科学(常温核融合)
の基礎研究に重点投資
してほしい。参考：米国
国防情報局の調査報告

常温核融合は1989年の
発見当初は間違いとみ
なされたが、現在に至
るまでに過剰熱発生だ
けでも200件を越える追
試論文が発表されてい
る。次世代エネルギー
源として極めて重要な
研究テーマとして再評
価が必要である。論文
ライブラリ： 
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書: http://ow.ly/2Fn1l http://www.lenr-
canr.org/index.html

5380
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24162

原子力基礎
基盤戦略研
究イニシアテ
ィブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

CO2を排出せず、放射
性物質等の有害廃棄物
も極微量である低エネ
ルギー核反応(LENR)の
研究推進のため、凝集
体核科学(常温核融合)
の基礎研究に重点投資
してほしい。参考：米国
国防情報局の調査報告
書: http://ow.ly/2Fn1l

常温核融合は1989年の
発見当初は間違いとみ
なされたが、現在に至
るまでに過剰熱発生だ
けでも200件を越える追
試論文が発表されてい
る。次世代エネルギー
源に関する極めて重要
な研究テーマとして再
評価が必要である。論
文ライブラリ： 
http://www.lenr-
canr.org/

5381

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
単にこのまま推進すべ
き施策ではなく、政府と
して重点的に推進すべ
き施策だと考えます。

科学研究費補助金によ
って、これまでも革新的
な基礎研究?応用研究?
技術革新がすすんでき
ました。しかし研究者が
行いたい研究を進める
事が出来るのみなら
ず、結果的に目的を遂
行するのに必要な周辺
分野の発展を促し、共
同で研究を進める学
生?大学院生の教育に
も影響する重要な施策
です。これはつまり、長
期的な目で見た時、日
本の科学技術の発展・
高度な知識と技術を持
った人材の輩出に大き
く貢献すると考えられる
からです。日本が世界
で生き残るための手段
とすべき、人と知識・技
術を高度化するために
最も重要な施策と考え
ます。

5382
その
他

50～
59歳

経済
産業
省

27159
省エネルギ
ー革新技術
開発事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

CO2を排出せず、放射
性物質等の有害廃棄物
も極微量である低エネ
ルギー核反応(LENR)の
研究推進のため、凝集
体核科学(常温核融合)
の基礎研究に重点投資
してほしい。参考：米国
国防情報局の調査報告
書: http://ow.ly/2Fn1l

常温核融合は1989年の
発見当初は間違いとみ
なされたが、現在に至
るまでに過剰熱発生だ
けでも200件を越える追
試論文が発表されてい
る。次世代エネルギー
源に関する極めて重要
な研究テーマとして再
評価が必要である。論
文ライブラリ： 
http://www.lenr-
canr.org/

その 20～ 文部 免疫・アレル このまま ガンの治療の研究を進

ガンの治療は体力的に
も精神的にも辛いもの
が多い・少しでも副作用
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5383
他 29歳 科学

省 24125
ギー科学総
合研究事業

推進す
べき

めてほしい。 など身体への負担が少
ない治療法を開発して
欲しい。

5384

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

 多くの大学で、若手研
究者への安定的な職の
数が減っている。しかも 
運営費交付金が減額さ
れている現状では、大
学が自分自身で対策を
講じるゆとりがない。 
 また、団塊の世代が
定年を迎えつつあるの
で、数年の間待つこと
ができれば、次世代研
究者へ終身職を与える
ことができる可能性が
高い。 
 したがって、国が援助
して、テニュア・トラック
職を普及させることは大
変理に適っている。

 最初から終身職を与
えると、人事が停滞する
危険がある。 
その一方で終身職に就
ける可能性を与えない
と若手に目標を与える
ことができない。この意
味で、数年間の試用期
間の後、テニュアを与え
るというのは、非常に現
実的な方策である。

5385

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24003

(独)海洋研究
開発機構運
営費交付金
「海洋資 源・
エネルギー
の探査・活用
技術の研究
開発」

このまま
推進す
べき

日本が世界をすべき分
野なので強力に推進す
べき。

海洋探査技術は、日本
が世界でリードすべき
海洋科学および資源開
発の中でも中心的位置
にある。昨今の周辺国
との摩擦のみならず、
公海における資源競争
においても極めて戦略
的に重要である。

5386

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
(内、生命 分
子システム基
盤研究)

このまま
推進す
べき

生物は、細胞を構成す
る高分子（タンパク質や
DNAなど）が織りなす複
雑なネットワーク（＝シ
ステム）と考えることが
出来る。タンパク質の生
産技術の開発や、それ
を用いた分子システム
の解析は、生命の成り
立つしくみを理解する上
で最も重要であるばか
りでなく、それに基づく
創薬等への応用のため
に必須な基盤となる。こ
のような基礎研究は民
間では難しく、重点的に
支援・推進していく必要
がある。

近年ノーベル化学賞が
膜タンパク質や複合体
タンパク質の研究に対
して多く与えられている
ことからも分かるよう
に、タンパク質の基礎研
究は、世界的に最も重
要な研究課題と考えら
れている。膜タンパク質
や複合体タンパク質
は、創薬のターゲットと
しても注目されている
が、一般に生産が困難
なため、研究が難しいこ
とが多い。そのような高
難度のタンパク質を効
率よく生産する技術の
研究・開発は、抗体医
薬や新たな抗菌剤等の
開発の前提となる基盤
であり、推進する必要
がある。

この通信技術は将来の
２０年後まで見通した新

光通信技術は我が国が
世界をリードしてきた技
術分野である．ネットワ
ークの需要は年率４
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5387

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

たな取り組みが，しかも
我が国の研究者集団が
イニシアティブをとって
世界に先駆けて提案
し，研究を開始したとこ
ろである．この研究の方
向性が世界的にも注目
され始めており，しかも
米国ではその動きを察
知してさっそくキャッチ
アップを企るべく様々な
動きを見せつつある．こ
の分野の我が国の技術
的優位性を将来にわた
って確保するため，是
非とも推進する必要が
ある．

０％から７０％の急速な
伸びを過去２０年にわた
って続けており，今後も
少なくとも１０年は続くと
考えられる．産業的に
は安価で技術レベルが
一世代前の製品は中国
や韓国に追いつかれて
いるが，将来を見据え
た世界をリードする技術
は依然として日本が世
界に先駆けて提案しつ
づけており，この優位性
を止めることは，将来に
わたる我が国の代表的
技術分野を捨てることを
意味する．これは，我が
国の大切な財産を失う
ことに等しい．

5388
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略-

このまま
推進す
べき

他国に大きく差をつけた
この技術をさらに発展さ
せ、日本の技術力をよ
りゆるぎないものとして
アピールするべく推進し
なければならない施策
だと思います。

私には学がないのでな
にか手伝えと言われて
も何もできないと思いま
す。ただ、宇宙史に残る
大きな快挙をこのまま
朽ちさせてしまうのは惜
しいと思います。

5389

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手人財の定着は極め
て重要、このまま推進
すべき

国の人材の根幹は、若
い研究者の養成と定着
にある。大学教員の削
減、高齢化の中で、大
学に活力を入れ、未来
創成を計るための根幹
だ。お試し期間としての
トラック制から定着へと
の施策はこれまでの硬
直した終身雇用「公務
員型」採用からの脱却
を計るために重要

この提案は，”意欲のあ
る学生の能力や研究意
欲をさらに高めるため
の機会が不十分”とし
て，”学部学生の，学会
やサイエンス・インカレ
での研究成果発表”を
推進するとしている
が，”学生の能力と研究
意欲を高めるための機
会”としてこのようなイベ
ントが重要であるとする
考えは誤りであると思
う。 
優秀な学生の能力と研
究意欲を高める最もよ
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5390
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

推進す
べきでは
ない

科学・技術分野の第一
線で活躍することをキャ
リアプランとする学生の
潜在能力を引き出すた
めには何が最も重要で
あるか，ということを理
解しているとは思えない
提案である。

い機会は，教育能力の
高い教員によって提供
される質の高いカリキュ
ラムにより与えられるも
のである。欧米のトップ
クラスの大学では，研
究者としても教育者とし
ても一流の教員による
講義，学生の様々なキ
ャリアプランに対応可能
な柔軟なカリキュラム，
教員と学習アドバイザ
ーによるきめの細かい
コンサルティングなどか
らなる良質の教育サー
ビスが提供されている。
これが，理数系の優秀
な学生の潜在能力を引
き出す原動力となって
いるのである。ことさら
特別なことをするのでは
なく，このようなごく常識
的なことを地道に積み
重ねる事が重要なので
ある。 
第一線の研究者を目指
す日本人学生は，専門
科目の基礎学習だけで
なく，語学のスキル獲得
のためにも時間をさか
なければならない。英
語の文献を調べてリポ
ートにまとめるスキル
や，英語で議論するス
キルを身につけるため
には，多大な時間を要
するものである。そして
大学院留学を目指すと
なれば，入学許可の条
件として要求される 
TOEFL, GRE のスコア
を達成するための準備
もしなければならない。
イベントに参加している
暇などないはずである。

大学・
公的
研究 文部

（独）海洋研
究開発機構 このまま

地球温暖化の予測精度
向上の為には、そこで
使われるシミュレーショ
ンプログラムの精緻化
や、精緻化の為の実現
象の把握、そしてプログ

今夏の日本の猛暑は、
気温上昇のもたらすイ
ンパクトの深刻さを改め
て浮き彫りにしました。
この気温上昇が、地球
温暖化によって「いつ頃
に」「どの程度」起こるの
か、を予測することは、
気温上昇の抑制対策や
その経済とのバランス、
そして、猛暑などの高温
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5391

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24109

運営費交付
金「地球環境
変動研究」

推進す
べき

ラムの実行や検証に用
いられる観測データの
取得、などは必要不可
欠な研究と考えられる
ため、更なる強化も含
めて引き続き強力に推
進すべきと考えます。

に対する対策、等を考
える上で基礎データとし
て必須ではないでしょう
か。予測精度の向上に
対してここで進められて
いる様々なアプローチ
は、日本の誇る環境技
術であり、環境国家を
目指す日本国の将来投
資の一環であると考え
るため、この施策は、引
き続き強力に推進すべ
きであると考えます。

5392

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

 生命科学等、多くの分
野で数学的アプローチ
が必要とされているが、
実行するのは容易では
ない。 
 さきがけ・クレストで
は、数学を他分野に応
用するというプロジェク
トが成果を上げている。
それをひな形にした上
で発展させていけば、
一定の成果を上げられ
る可能性は高い。

 残念ながら、資金量で
は中国などの外国との
競争で優位に立つこと
はもはやできないと思
われる。 
 しかし純粋数学の優
位性を日本が持ってい
る今なら、粘り強く数学
の活用を目指すことで、
日本の科学技術競争力
を高めることができる可
能性が高い。 
 粘り強く、というのは、
数学の活用には多額の
資金は必要としないけ
れども、時間がかかるこ
とを知った上で進める
必要があるからである。

5393

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若い研究者への投資は
極めて重要なので推進
すべき

研究者のライフサイク
ルを考えた時、極めて
優れた人材の旬な時期
を見計らった投資は、そ
の分野の未来を決め
る。

5394

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

人材の確保に重点をお
いたコンソーシアムの
充実と、次々世代スパ
コンの新規構築を視野
に入れた継続的かつ戦
略的な研究開発体制を
スタートさせるために、
本施策を積極的に推進
すべきであると考える

アウトプットが明確な基
礎科学研究への積極的
かつ選択的投資は、日
本が現在の国際競争力
を維持するために非常
に有効な手段である。
アウトプットを意識した
基礎研究に最も貢献で
きる研究手段の一つが
国家規模の超高性能ス
パコンを用いた数値シミ
ュレーションであり、そ
れを利用できる体制を
継続的に維持していくこ
とは、今できる最良の施
策である。

太陽光発電の変換効率
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5395

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24110
次世代太陽
電池の研究
開発

このまま
推進す
べき

太陽電池の研究開発は
国民生活にとっても重
要な課題なので、ぜひ
このまま推進してほしい
と思います。現在NIMS
が世界一の変換効率を
有しているのなら、ライ
バル国に負けないよう
により一層の支援を行
っていただきたいです。
CO2削減目標を高く設
定している日本にとっ
て、太陽電池は重要な
代替エネルギーになる
と思うので、ぜひ開発を
継続していただきたいと
思います。

を上げることができれ
ば、太陽電池がより一
層普及しやすくなり、環
境問題の解決への一歩
となり得ると思うため。
また、競争が激しい分
野のようなので、ライバ
ル国との競争に勝って
シェアを伸ばすことがで
きれば、科学技術によ
る収益の大きい日本に
とって大きな利益とな
り、景気回復に貢献しそ
うだから。実用的なテー
マなので、国民への還
元度が高く、また明確に
わかりやすいと思うか
ら。

5396

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

このイニシアチブは、タ
ンパク質の立体構造解
析のための放射光ビー
ムラインの開発等、最
先端の研究に不可欠な
技術や装置の開発を行
い、日本のタンパク質研
究を支援・推進する重
要な役割を果たしてい
る。これまでに、それら
の装置等を用いて膜タ
ンパク等をはじめとする
高難度タンパク質の解
析を行うなど、重要な研
究成果をすでに数多く
あげており、今後も強く
推進すべきである。

昨年のノーベル化学賞
の対象となったリボソー
ムをはじめとして、世界
的に重要な生体分子の
解析は、放射光をもち
いて行われたものであ
る。SPring-8をはじめと
する放射光等の基盤の
整備やビームラインの
装置等の開発が急務で
ある。このような装置の
開発や整備は個人の研
究者レベルでは困難で
あり、最先端の研究を
行っていくためにも、国
として強く推進すべきで
ある。

5397

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

大学教員のあり方を根
本から変える極めて重
要な施策である。

日本の大学管理の最大
の欠陥は大学教員の管
理、研究、教育のフラッ
トな負担だ。 
管理と研究教育の分離
によって欧米並みに研
究専念時間を増加させ
なければ、大学の総体
としての研究力を増加
させることはできない。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部 我が国の宇 このまま

日本の持つ高度な宇宙
平和利用技術の成果
を、それを持たない国に
対して提供することは、

例えば気象衛星「ひま
わり」のデータは特にア
ジア太平洋地域で広く
重用されており、日本の
国際貢献の大きな一翼
を担っている。こういっ
た宇宙技術の成果を国
際貢献することにより、
環境・技術立国としての
日本の存在感を国際的
に高めることができる。
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5398

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24169

宙技術の世
界展開

推進す
べき

平和・環境大国である
日本のできる最大の国
際貢献であり、引き続き
強力に推進すべきと考
える。

また、各国において防
災対策強化などによる
生活水準が上昇するこ
とによって各国内や国
際社会の安定化につな
がり、平和維持への貢
献も大と考えられる。こ
のため、日本のもつ宇
宙技術の国際展開は国
策として非常に重要で
あると考えられる。

5399
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略- 【特別
枠該当施策】

このまま
推進す
べき

「はやぶさ」後継機、「Ｈ
ＴＶ」次期型の開発に、
一刻も早く十分な予算
を配分すべきである。 
特に「はやぶさ」後継機
による最先端技術の開
発・実証は、実施可能
時期が限定されるた
め、機を逸した場合の
ダメージは計り知れな
い。

宇宙産業分野は日本が
世界的優位性を持つ
が、歩みを止めた途
端、急速に優位性が失
われるばかりか、技術
の継承自体もままなら
なくなる分野でもある。 
長期的戦略のもと国家
レベルで全面的に推進
する必要のある産業で
あり、人材や周辺技術
も含めた総合的技術資
産は、国力向上・維持
に不可欠である。 
いたずらに民間企業に
転嫁し、電気産業・自動
車産業の轍を踏んでは
ならない。

5400

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 運営費交付金の削減
された現在では、研究
に果たす科学研究費補
助金の役割は計り知れ
ない。 
 若手研究者たちの自
主的な研究を援助する
には、少額の科学研究
費補助金を十分手当て
する必要がある。少数
の多額研究費を与える
よりも、多数の少額研
究費の方が、多様性の
苗床形成に有効である
と認識するべきである。

 科学研究費補助金
は、意欲のある個々の
研究者が申請して獲得
する競争的資金であ
る。これは、科学技術政
策が推奨している、若
手研究者の独立性の観
点から望ましいし、ボト
ムアップ式の競争的資
金として、大変有意義で
ある。 
 削減されている運営
費交付金を補うものとし
ては、他の競争的資金
と比べて、もっとも適切
なものだと思う。
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